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材の長期輸入体制を締立した。安宅産業株式会社:r安宅産業六十年史J1968年I p. 
708。
4 日本工業立地セングー:r奈良県木材工業の長期的ピジョンの計画樹立調査J1970 
年，参照。

5 木材センターには，商社資本のほか木材商業資本が進出している。林野庁:r首都
圏iとおける木材流通の実態IC::関する調査研究J1968年，第2部Inr木材センターの実
態J(村島由宜)参照。

r v.， 
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第2章戦後素材生産の展開と停滞の構造

第 1節分析の課題

森林の立木を伐採し搬出する林業の部分行程(素材生産)は，森林の育成行程

(育成生産)と別個の主体により担われることが多L、。育成行程が林地の所有者

によって担われ，それ自体に資本と土地所有とし、う範曙的な対立的関係を同一

人格の中にはらみながら，素材生産資本に対しては，森林所有者として対立的

な関係を形成している。実態的分析的には，素材生産行程を森林の育成行程と

いちおう分けて扱われている所以である。

本章は素材生産の戦後の動向分析を分担するものだが，焦点は高度経済成長

期以降の民間素材業の動向におかれている。素材生産に関する論説は， 1960年

前後の時期に集中している。その時期の実態を知る意味でも，まず，従来の論

説を整理しておく必要があろう。

素材生産に関する従来の論説の主要な論点は，素材生産資本の「零細性，前

期性」にあった。坂本一敏氏は，素材生産資本の生産過程における前近代的な

下請労働組織たる「庄屋制」の介在と，素材生産労働者が半農半労であり，い

まだ生産手段から完全に分離されていない「道具持ち」労働者であることをあ

げ，資本対賃労働の本来的関係が成立していなレ， としている功。この，労働

力構造に基づく素材生産資本の前期的，商人的性格については，坂本氏以前に

おいても，また以後におし、ても，繰返し繰返し指摘されているところであるが，

坂本氏の論説が素材生産に関しては最も包括的であるから， 同氏の論説を中心

にみてゆくこととする。

坂本氏は，わが国の索材生産資本の形態を，財閥系商社資本および製紙資本，

中小採取資本に分け， このうち中小採取資本の性格として， r一つは独立した
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中小木材業者で他の一つは下請的伐出業者である。前者は自分自身が木材伐出

を経営することがあるがその機能は商業的であり， 生産過程における価値生産

ではない。後者は下請の形で生産過程にたずさわり， その意味では産業資本と

しての機能を果すも のである。然し現実問題としては， こうした木来的機能よ

りも寧ろ商業利潤に多くの関心が寄せられてし、る」と述べ，前者=商業，問屋

資本の支配は第2次大戦後まで継司続するが， rそのメカニズムの中における
(後者=)小産業資本の自主性は次第に輪廓を整えてゆく jとしている。そして，

これら中小採取資本は，財閥系資本に対し，圏内では下請・系列の関係の下に

組みこまれる，とするのである2)。

坂本氏はさらに，中小採取資本の蓄積が「伐出業の拡大に投じられたのでは

なく，山林所有，製材， そして他産業への跳躍台としての意義」しかなく，資

本の前期性，零細性が常に再生産されるとし，それは，r林業の内部的条件」
たる山林所有の零細性，資産維持的性格，素材生産事業の投機性，林業のおこ

なわれる環境の後進性と豊富な農業兼業労働力の存在，そして 「外部的条件」

たる中小企業一般に共通する，総資本による中小企業の慰撫滞留に基づく ，と

してし、る3)。

坂本氏の問題としたのは，素材生産停滞の論理であり，素材生産の労働力構

造を基盤として，土地所有と.そして，独占資本主義の段階によって強し、停滞

要因が強調されていることに特徴がある。提示される疑問の一つは.全体とし

て定型的な資本主義発展の論理に根ざし，資本および労働力の単相的な性格規

定を目途とすると思われる手法に起因する問題である。

順を追って述べよう。労働力構造における組頭制(庄屋制)は，生産力の一定

の高まり，労働運動， 労働力不足に起因する労働市場の開放化，独占資本の労働

民主化政策により，既に崩壊なレし崩壊過程にあったこ とが指摘されている。

しかし，下請の労働集団(組耳買を排除した組，共同請負)の存在によって，前期性

は薄めはするが資本の商人的性格は維持されるとするの。 もともと林業労働組

織の問題は，とくに農地改革と一運の労働民主化運動以降は，資本命IJ生産のも
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とにおける労働力編成形態の問題であり，そこにおける資本一般の前期性，商

人的性格の問題である。そのばあし、，労働力の半農半労，道具持ちによ って，

資本対賃労働の本来的関係が成立していなし、とし，産業資本の未成立を，そし

て資本の前期的性格を論じる「性格規定」は，現代の特定産業部門の近代化の

過程を，資本主義生成期における資本の段階的発展になぞらえる論理設定であ

る。そこには論理の倭小化がある。

船越昭治氏が指摘するように「これまで伐出資本の性格規定をめぐる諸論

稿は3 資本主義構造との関連を欠いていたJ。資本主義構造こそ伐出資本の性

梼規定の「論理的基礎」であろう 5)。わが国の資本主義の段階的発展の中に林

業を位置づけ，独占資本による支配が強化される過程で，林業の自然的・技術

的諸条件と，土地所有の歴史的性格によって生起する諸矛盾と，それが大小の

山林所有者，農民，零細営業者，中小企業者，労働者に及ぼす影響と，それら

の状態，それらの相互の関係を明らかにすることが重要である。

坂本氏の論稿が発表された当時，すでに戦後復興を終り，国家独占資本主義

は再編を完了し，新たな展開一一高度経済成長期に入ってレた。林業は高度経

済成長の原料・資材を供給する部門として，労働力を流出させながら，新たな

編成を迫られていた。坂本氏は，労働力流出が林業の変質を迫るものとした

が，その後の変化は，労働力をとってみても，全体的単相的な変質を結果する

ものではなかった。一方では専業化が促進され， 一方では半農型が強く残され

た。 国有林の直営直用形態を中心に労使関係は著しい進展をみる一方，民間の

経営にあっては(国有林の直営誇負形態を含めて)，総体としては，労働力構造は停

滞を示すのである。木材需要資本は林業資本に対し下請化を徹底させ， さらに

は流通関係に関連を限定していくというように，労働力の下方編成の方向をと

った。そして，資本の商人資本的性格も根強く残存する。

林業の再編は何よりも， r設備投資が設備投資を生む」高度経済成長そのも
のの，直接的な結果として進行する。紙 ・パルフ。資本の膨大な設備投資が， 合

理化を伴って進められ， その合理化の一環としてチップ工業が形成され，素材
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生産部門は切り捨てられた。 そして商社とともに，木材に対する関心を外材お

よび海外資源に移してゆくのである。一般産業におし、ても，独占資本による中

小企業の選別育成，劣弱な企業の切り捨てが進行する6)。

高度経済成長の木材部門の底辺を構成する製材工場におし、ても，過当競争の

中で設備更新を進め，より劣悪な営業部門となった素材生産を切り離してゆ

く。木材輸入が急増した段階で，外材を原料基盤として，商社系列の下に大型

化し， この部面から圏内林業が切り離されてゆくととからも.圏内林業の再編

が進むのである。

本節の:帰結を示そう。 50年代の素材生産を対象に提示された，林業の労働力

構造を基軸とする林業の近代化の論理設定は， 50年代前半まで，在来的諸関係

を強く残していたことから，一定の有効性を得てし、たといえよう。しかし，国

家独占資本主義が再編を完了した段階で，資本主義構造は著し く緊密性を増し

てし、く。そこで，坂本氏の論理設定は有効性を失った。われわれは，わが国産

業総体の段階的発展の中に，林業の実態、認識を再構成しなければならなレ。

注) 1 坂本一敏:["素材の生産構造J(倉庫博編「日本林業の生産構造J所収) 1961年，
p. 419~425o 

2 坂本一敏:前掲， p. 398~400。

3 坂本一敏:前掲， p. 440~450o 

4 坂本一敏:前掲， p.447-448。
5 船越昭治・「林業資本の形成と展開J(森嘉兵衛教授退官記念論文編集委員会 『社会
経済史の諸問題J所収) 1969~， p. 196-197。

6 市川広勝編 「現代日本の中d企業J1968年， p.131-133。

第 2節 戦後素材生産の展開過程

1 第 1 期 (1945~49 年)

木材経済は，戦前と戦後では全く様相を異にする。戦時統制から戦後の一大
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混乱期を経て，一口にいって問屋主導の木材経済の旧秩序は破壊された。農地

改革，山林解放のうどき，財産税，急速なイソフレ戸ションの嵐が山村に吹き

すさび，山林所有者は立木を売り急いだ。生産および市場の変化としては，軍

需工場の木材部門の製材工場への転換などにより製材工場が急増し1)， 山元で

は，新規木材・素材業者の乱立をみ，山先とよばれるようなブローカ{が活躍

した2)。

この時期には，復金融資と価格差補給金を石炭，鉄鋼につぎこむ，いわゆる

傾斜生産方式による基礎生産部門の復興がはかられた3)。木材需要は，資材供

給のため(とくに坑木)，また戦災復興のため， きわめて好調で， 混乱の中にも

製品市場は好況を持続した。

素材生産にとって，この時期は，実にこの時期だけが，無条件の好況期であっ

た。市況の好調とともに，地主制の壊滅によって山林所有者は浮足だち，立木

取引関係において素材生産業者が主導権を確保することができたからである。

なお市況や材積見積りにくらかった山林所有者を相手に，思うさまもうけるこ

とができた。

1949年， r-"ッジ・ライソの実施によって価格差補給金は縮小され，復金の活

動も停止され，それを通じて，イソフレーションと国家資金による資本の蓄積

方式から，正常な蓄積方式へと転換がはかられた。各企業の合理化を促進して

国際競争力をつけ， また， 360円の単一為替レートを設定し，世界経済の一環

に日本経済を編入する，とし、う過程が進行した。 ドッジ・ラインの実施によって

日本経済の再建は一応終り，戦時統制は 50年にはほとんど廃止された。こう

して自由な経済活動を展開する条件が整えられ，国際経済への復帰も達成され

た。

それとともに，木材界においても，群小木材業者，零細製材工場が整理され，

新たな事態を迎えることになったのである。
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2 第2期 (1950-54年)

ドッジ・ラインが実施された 1949年段階では， 日本経済はなお積極的な投

資を行なうだけの余力がなく，そのため経済は，安定恐慌のうちに停滞を余儀

なくされていた。 50年6月に至って朝鮮戦争がぽっ発し，アメリカ経済の活発

化といわゆる特需発注により 日本の輸出は急伸をみ3それまでの滞貨を一掃し，

さらに生産の上昇をみた。朝鮮戦争を契機とする工場・住宅の建設資材ならび

に紙・パルプ原料，燃料の需要の伸びは圏内森林資源に集中し，林業および山

村に未曽有の好況をもたらじた。

戦後復興が一段落した 1951年には森林法の改正があり. この頃. 山林所有

者は一時の混乱期を脱し.その地位を安定化してし、る。

製材工場，素材生産業者数は前期末にひき続き減少をみ.零細工場や業者の

禍汰が進行する。特需景気により一時製材工場総数も僅か増加を示すが.朝鮮

戦争が終結し景気の調整期に入ると，たちまち減少に転ずる。そのなかで，総

動力数の急速な増加が示すように.製材工場聞に激越な競争が展開されてゆく。

その結果としての原(立)木高による資金難が加わり， ますます零細業者の潟汰

が進行する。

この時期の特徴は，立木価格に主導された木材価格の高騰にあるとし、えよう。

52年に入って木材価格は.一般物価からかし、離して急速に上昇をはじめ，つい

には物価上昇の元兇とまで目され，社会問題化する。 高度経済成長期に入って

固有林の増伐を，そして 60年代には木材輸入の急速な増加を結果するのだが.

製材工場，素材業者は， 立木高に苦しみながら.市況が好調であったことから

立(原)木を買っておけばさばけ. 立木を含む原料の値上り差益によりもうけ

ることができた。資金力の差が物をいい.工場や業者の階層分化を促進したの

だが，高地代に寄生する構造であり，さまざまな矛盾を生みだした。生産対象の

零細化(伐採現場規模の零細化)がその一つのあらわれである。また，原木高が生

産の近代化(工場設備の改善，紫材生産lとおける組頭の排除)を促進し.一方で近代化

を阻止した。 この傾向は 50年代を通じて継続したとし、ってよいだろう。道路
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の整備. トラッ ク台数の増加など.一般的交通手段の発達により伐出生産力は

急伸するのだが.伐出資本の再生産過程にかかわりな く，地代の上昇を結果し

た。

地代高騰は造林促進の契機であった。人工造林面積は飛躍的に拡大した。そ

の主力は零細な農民造林であったといわれる。山林所有者は，立木価格の異常

な高騰により年々計画的に立木を販売することが可能になり.立木販売規模が

零細化した。それに加えて，中小の山林所有者の立木が市場にあらわれるよう

になったことも，素材生産対象の零細性を促進した要因だともし、われているめ。

S 第S期 (1955-59年)

「産業企業の銀行借入依存による設備投資を起点として.生産の拡大=所得

の増加が生じ，その結果として内部資金増および株式発行が可能とされ，いっ

そう投資拡大がつづくとしづ蓄積構造をもっ」めいわゆる高度経済成長期に入

って，工業生産の重化学工業化の急進展，欧米技術の輸入による技術革新の浸

透，独占の強化と中小企業の分解，労働力不足の顕在化，農民層分解の深化，

とL、う産業構造の大転換をみた。

鉱工業用および一般住宅の建設は急伸した。紙・ パル7.部門においても.広

葉樹への原料転換と欧米技術水準に対する立ちお くれを回復すべく，技術輸入

による積極的な設備投資が行なわれた。木材需要の増大は急であり，前期末の

景気調整により一時低迷していた材価は再ひ事上昇に転ずる。 1954年の台風によ

る北海道の風倒木処理を契機に国有林の大増伐が進行し.それが木材価格の騰

勢を弱めはしたものの，戦中戦後の乱伐による資源の洞渇は決定的であった。

製材工場の設備拡大が，限られた資源をめぐ、る業者聞の競争をますます激化さ

せた。前期の立木高主導の高材価の状況がさらに進展をみて，立木価格の高騰

は急であるのに製品価格は相対的に低迷する「原木高，製品安」の現象は，ま

すます明確になる(図1-2-1)。

この期の素材業の動向を.坂本一敏氏はつぎのように述べているへ



86 

図 1-2-1 国産材・外材供給量と立木・素材・製品価格の推移 (1950-60年)
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注) 1 価格指数は， 1952年を 100として算定.
2 立木価格は指数，日本不動産研究所『山林素地売買価格及ぴ山元立木価格調J1971年より算定.
3 素材・製材価格指数は，日銀卸兜物価指数， I林業統計要覧』各年次より.
4 用材供給量lま.r株業統計要覧』 各年次より，国内素材生産量，外材輸入量号掲け・1こ。

まず，素材流通閣が拡大した。資源減少，立木高が先進的製材工場地帯と

その後背地にまずあらわれ，輸送手段の発達に促進されて，原木集荷圏を後

進地域に拡大した。

第二に流通機構面での変化一一市売の発達がある。産地原木市の発達は原

木獲得を容易にはしたが.零細業者を固定し過当競争を助長し，原木高に拍

車をかけた。

第三に.山林所有者の立場が圧倒的に強くなり，大団地の立木を小口に分

割する傾向一一売りおしみを促進した。

第四に. 製材工場の(11大口の相手(国有林・外材)に対する素材購入の共同

化， 121経営規模の整備. 131設備の近代化， 141経営内容の合理化，などが促進
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された。

121の経営規模の整備は，概して素材生産部門を切りはなし，兼業部門(チッ

プ部門など)を強化する方向が強し、。 131の設備の近代化は，機械設備の改善，

工場内運搬系列の整備が上層工場にみられるが.一般的には製材歩留りの向

上.廃材の有効な利用.経営・営業費の切りつめがおこなわれる。廃材利用

のための製材工場によるチップ生産は.急速に拡大する。

最後に.パルプ材生産部門では.パルプ会社の合理化策，原木高対策とし

て手山生産(立木買いおよび自社所有林からの生産)を控え， 買材を主体とするよ

うになり，買入れ数量・価格をめぐ、って納材業者に対する締めつけが強化さ

れる。

坂本氏の指摘には.その後発表された資料によって，素材業の変化の実態的

な動向についてつけ加えておかなければならないだろう 7)。

まず素材生産業者の階層分化の動向だが， この期の特徴は中規模層の減少，

両極化がみられることである。総数の減少と生産量500がから 2，000m3くら

いまでの階層が減少がみられた。高地代のもとでの強し、停滞要因と.素材業者

の中堅層を占める製材工場の素材買への移行などが，このような現象をもたら

したものと思われる。もちろん，立木購入や労働者管理にあらわれる資金力の

差とし、った内部要因が強く働レてし、ることは当然で、ある。「昭和37年度素材生

産業者調査J(以下1'62年調査jと略す)によって労働生産性を試算すると，生産

量規模に並行的であるへまた，生産対象の零細化も資料によって確かめること

ができる。「昭和29年度伐木事業者調査J(以下1'54年調査Jと略す)では，生産量

56 m3 (2∞石)未満の現場数は，総現場数の 60%を占めてし、た。 62年調査では

50m3以下の現場数は 70%に達した。同じく 54年に 111m' (4ω石)以下の現

場数が78%であったのが， 62年には100m"以下のそれが87%となっている。

生産関係における変化としては，組頭制の後退がみられた。労働者の雇入れ

方法として， ['主に労務者のグループ代表者と交渉して」としみ業者数が54年

32%から 62年15%に， r主に労務者個々と直接交渉してJとし、う業者数が54
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年 66%から 62年 83%になっている。賃金支払い形態において も， 日給払い

が増加し，団体出来高払いが減少した。組頭制の問題は雇用方式，賃金支払い方

法の内容に立ち至らなければならないが，一応の目安にはなろう。ただし雇用

方法につL、ては「労働者のクソレープの代表と約束して」と L、う方法をとる業者

は上層に多く， 62年に生産量 2，000~5， 000 m3の業者にあっては 30%を占め

ている。また，集運材過程におし、て労働者が分業している場合，団体出来高一

括払いをとる業者数は16%であり. これも上層におし、て比率が高く.生産量

2， OOO~5， 000 m3層では31%に達する(団体出来高各人払いが196にすぎない)。 そ

れらの内容は共同請負で、組頭の介在が問題にならぬ性格のものが多いと思われ

るが，今後の検討課題である。ただし，労働強化(絶対的剰余価値の生産)を伴L、

易い共同請負が多く，しかも賃金支払いの一括払いが多L、ことは.坂本氏のし、

うごとし問題となろう。前記の階層以上では，団体出来高における一括払い

は減少し，各人払いが多くなり(生産量1万m3以上でそれぞれが19%となっている)， 

労務管理の強化がみられる。

以上は.民間素材業の動向を中心にみてきたものである。 レうまでもなく ，

わが国には国有林とし、う，一大素材生産者が存在する。戦後.国有林の直営

(直用)生産事業は， 経済，政治の変化とともにその姿を変えてきた。詳しくは

裕論Aで展開されるはずなのでそれに譲るとして，この期の特徴を摘記するな

らば次のごとくである。

国有林は，紙・パルプ資本などの要求から， 1957年「林力増強計画」を策

定し，増伐を合法化した。この計画はまた 58年の「国有林野事業合理化計画」

を伴っていた。 59年には， 各種運搬機器，林業用機械が飛躍的に増強される。

国有林の伐採量は急増するが，直営生産においては直用労働者を増加させず，

機械化と配転をすすめ，工程管理を厳格化し，労働強化の方向を強く打ち出し，

一方で請負化を進めた。また.立木処分量の割合を増し.全体として経費の削

減.合理化をはかった。
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4 第4期 (1960年以降)

1960年，日米安全保障条約を契機として， 日本経済は「開放体制」に移行し

た。それに伴って，アメリ カを中心とする外国資本の日本への進出は目立って

ふえた。これらの外資は，三井 ・三菱・住友その他の系統に属する重化学工業

の新興部門に集中してし、る。それとともに，巨大企業を頂点とする「企業集団」

の再編成，銀行資本を軸とする旧財閥系資本のコンツェルン化の進展によって，

独占資本の支配力は飛躍的に強化された。とりわけ，円交換性回復 (60年)，

IMF8条国移行， OECD加盟(以上 64年)を契機として.資本の 「自由化」は

さけられなくなったため.国際競争力をつよめ，産業体質の脆弱性を補強する

ためのさまざまな措置が必要となってきた的。

中小企業に対しては，労働力不足が顕在化するなかで， I中小企業の生産力水

準を高めてこれを利用するとともに.他方では， r構造改善事業』 を強行して，
独占資本の蓄積のための阻害要因として客観的に機能する中小・零細企業を整

理し，切り捨てるやり方が現実的にもとめられてきたJ10)。所得倍増計画は中小

企業対策の基本目標を生産性の向上におき，効率の高L、部分一一優良中堅企業

へ税制・金融上の措置を集中する方策がとられた11)。そして， 63年には，中小

企業基本法，中小企業近代化促進法が制定された。

林業に関連しては， I企業の過小過多性」に悩む製材業と新たに編成されつつ

あったチップ工業，フローリソグが近代化促進法の指定業種とされ，工場の一

定の機械系列を前提に.また共同施設・企業合同・工場集団化を対象に，中小

企業金融公庫の融資.中小企業近代化資金などの金融措置.機械の特別償却な

どの税制措置が講ぜられた。それが， 66年「一般製材業中小企業近代化基本計

画」として系統的に強化された。製材業では，商社の系列の下.外材を原料基

盤として再編成が進んでレたが， I近代化計画」はその路線を肥大化させてゆ

くものであった。

素材生産に関しては， 65年よりはじまる「林業構造改善事業」が森林組合

を拠点としていることによって--般素材業者は自力浮上然、らずんば死を約束
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づけられる。森林組合の労務班の強化と資本装備の充実による素材生産の伸張

と，一般木材業者の階層分化の進行は，この期の素材生産を特徴づけるもので

ある。

60年代の木材経済のもう一つの主要な局面は， 現象的にいえば， 効率の高

レ部門の「選別育成」のあらわれとしての「外材化」である。それは.国内に

対する木材供給の外材化と， 60年代後半以降にみられる商社.紙・パルプ資本

による海外資源の開発投資=資本輸出の進行である。

1961年2月，木材価格の急上昇が物価値上りを主導するとして閣議の問題

となり，経済企画庁が国有林の増伐 (61年度は 2ω万m3)，外材輸入量の増加(同

1∞万m3)を主内容とする対策を発表した(経済企画庁:r木材対策についてJ1961年

2月21日)。木材需給は秋口を控えてなお逼迫の形勢をみせ， 8月には農林省が，

固有林については今明年にかけての 800万 m3の増伐.値上りの著しい中小丸

太の既定計画の振り替え伐採，連合公表の中止を行なう，民有林については伐

採促進のための山林所有者の所得税減税，緊急伐採のための林道開設および伐

採促進のための造林に対する予算措置を講ずる.今明年にかけ 600万がの外

材輸入をはかり.港湾施設，貯木場.植物検疫施設の設備拡充，などの対策を

発表した(農林省:r木材価格安定緊急対策J1961年3月15日)。 そして国有林の増伐

は立木処分主体に行なわれる方針も明らかにされた。

需給逼迫の事態は 61年末の景気調整を迎えて終熔した。材価は. 国有林の

増伐，木材輸入の急激な増加によって，以降横ばL、に転ずる。

60年代に入つての外材輸入の伸び率はきわめて急速なものがある。 60年に

754万がであった外材輸入量は.65年には 2.7倍， 2.016万がになり，なお

急伸して 69年には4，875万 m8~，こ達し.国産材供給量をこえた。外材がわが国

の木材加工工場.製材工場.木材市場に深く謹透し.外材を原料基盤として工

場z 市場が再編成されるとしづ形で外材が定着した。後期には外材に主導され

た材価の値上りがみられるに至った(図 1-2-2)。

60年代に入つての林業の内部的な変化は，生産物市場の外材化と労働市場に
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図 1-2-2 国産材・外材供給量と立木・素材・製品価格(スギ)の推移
(19EO年-70年)
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注) 1 用材供給量は， ~量林省統計調査部『木材需給報告書』各年次より.

2 価格は，いずれも 1960年を 100とした指数。

3 立木価格指数は，日本不動産研究所『山林索地及ぴ山林立木価格調J1971年より算定。
4 繁樹・製品価格指数は，日銀卸売物価指数， 60~65 年は， r林様統計要覧J1968年， 65~70 

年は， r林業統計要覧J1970年より算定。

おける労働力不足に附随した。60年代vこ高度経済成長vこよる人口流出の影響が

山村において顕在化した。労働力不足はまず賃金の高騰となってあらわれ.つ

いで60年代後半に入札金を出しても労働者が集まらぬとしみ深刻な事態に

立ち至る。林業労働力は農山村の膨大な過剰人口を基盤とし.景気後退期には

半農型労働力を農業に沈潜させるとし、う形で維持されてきた。その基盤の解消

が進行したことは林業の大幅な変革を迫るものでなければならなかったのだが.

外材化の事態を迎え，きわめて複雑な対応を示すのである。節を改めその態様

をみることにしよう。
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注) 1 林野庁:r製材工業発達史J(林業発達史資料第44号)1956年， p.111-1120 
2林野庁・『伐出業者の調査報告書J1968年， p. 41~42，など参照。

3 本節の一般産業の動向11:ついては， 主として， 揖西光速ほか・『日本資本主義の

没落JV， VL W， WL 1965年κょった。
4坂本一敏:r素材の生産構造J(倉沢博編『日本林業の生産構造」所収)1961年，
p.456，および前掲 『伐出業者の調査報告書J，p.43など。

5椅西光速ほか・前掲， p.2148。

6 坂本一敏:前掲， p.450~466。

7農林省統計調査部:r昭和37年度素材生産業者調査報告J1962年。以下の数字は，
農林省統計調査部 :r伐木事業者調査J1954年， との対照による。
8農林省統計調査部 前掲報告， p.23， 1-17表およびp.41，1表より計算。

9 市川広勝編・『現代日本の中小企業J1968年， p. 19~20。

10 市川広勝続.前掲， p.23-24。

11 市川広勝編:前掲， p.53-540 

第 3節 60年代における素材生産の再編一一(1)

一一素材需要資本の動向一一

1 紙・パルプ資本および旧財閥系商社資本の動向1)

1) 紙・パルプ資本の動向

(1) チップ工業の編成

木材需要構造にかかわる紙・パルプ。資本の動向につし、ては前章にみるとおり

であるが.素材生産視点から改めて概観を試みよう。

1958年以降，原料基礎の広葉樹への移行策を含んだ紙・パルプ資本の設備

投資は膨大化してゆく。その過程で.態勢整備の一環としてチップ工業が登場

する。 56年， 製材工場の廃材利用を目的としてチップ施設が設けられるよう

になって以来.丸太として集荷されていた原料集荷態勢がチップ集荷に順次重

点を移していった。

チップ工場数は 1961年 3，104，65年5，820，69年 7，416と増加した。製材工

場を兼営しないものも 63年に 958工場あり， 69年vこは 1，094工場となる。数

の増加は製材工場を営む工場数の増加に比べ著しくなレが，相対的に大規模の
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ものが多く，また，年次を下るに従ってより規模の大きな専業工場が設置され

るようになってし、る。

1955年のパノレプ材消費量は 728万9，000m3であり.丸太集荷が 99.8%を

占め， 89%が針案樹であっ た。パルプ原木消費量は.60年 1，272万 1，000

m8， 65年 1，661万3，000m8• 69年 2，434万 2，000m8と増加をみせるのだが，

針葉樹丸太，広葉樹丸太，チップの割合は，60年にそれぞれ44%，31%， 25%， 

65年 22%.25%， 52%. 69年10%.19%. 71%と変化している2)。

パルプ材の広葉樹化 ・チップ化は，国有林の生産力増強計画，大増伐.一斉

皆伐作業への移行によ る大量の中小径木の増産，全国的大規模な奥地開発.拡

大造林計画，林道投資等々，いわば.林政のあらゆるメニューを伴って進行

した。

チッヅ生産が製材工場の廃材処理を目的にして出発した当初は.パルプ資本

にとり原料コスト聞のメリットをもつものだった。チッフ.工業を前提にパノレプ

資本の設備投資が進み.チップ専業工場が生まれ，零細な兼営工場も数を増し

てゆくが，全体として，廃材(針葉樹)から丸太(広葉樹)に原料を移してゆく段

階に至って(図 1-2-3)，チップ工場が.従来のパルプ工場山林部の出張所・社有

林に代る原料集荷拠点としての意義をもってくる。

60年代に入り.紙・パルプ産業では紙・パルプ部門の収益悪化をカバーし

経営安定化をはかるため，経営の多角化が進んだ。山林部の機構縮小，人員の配

転によって，紙加工，合板・建材など木材の 2次加工部門や開発投資を併せた外

材商材部門を新設拡充してレる。チップ工業は.紙・パルプ資本のこのような

多角経営化，海外進出に対応する合理化の一環として位置づけられ展開する。

工場設備に対する長期融資.原料手当，前渡金として.紙・パルプ産業の資

本が流入し.チ γプ生産設備はその系列下で飛躍的に拡張してゆくが.一方で

距離制.納入量制の価格差が設けられ，既設の工場の系列化が進行した。従来

のパルプ材納材業者はチップ工場の下に編成され，紙・パルプ資本はチップ工

場を掌握している限り原料はコソスタントに入ってくる態勢が整備されるので



94 

図 1-2-3 園内チップ生産量と原料の推移
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注)農林省統計調査部:r木材需給報告書J各年次より.

ある。 60年代後半に入ると丸太の買入れ制限がなされ. その態勢が完成し，

一方チップ工場に対してはチ γプの買叩きを行ない，チップ工場支配が強化さ

れる。

紙・パルプ資本の過剰設備が顕在化し，生産調整が進行し，企業合併・提携

が進行する 60年代にも設備投資は留るところを知らず， 60年代前半5年間に

その額は 2，227億円， 65年からの4年聞に 2，448億円位遣した8)。

60年代後半に入ると，紙・パルプの過剰設備の内圧，中国・四園地方の資源
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!のゆき詰り，チップ工業の過剰設備の結果たる原木獲得競争，労賃の上昇によっ

て，再び原料コスト高が問題となり.パルプ材とチップの輸入4)， パルプ材の

ヰ長距離の地域間交流が進められるとともに，チップ工場の大型化が強く要請さ

れるようになり.専属犬型工場の建設が進められるに至った。

(2) 社有林と造林の動向

紙・パルプ産業の山林部は.もともと原料集荷のほかに社有林の経営と素材

の生産を担当するものであった。紙・パルフ・社有林は1950年代前半の紙・パ

ルプ産業および林業の好況期に増加をみ，造林は「パルプ原木針葉樹材の 50%，

広葉樹材 30%Jの自給を目標に6)，農林漁業資金貸付けにより 60年代前半ま

で年々 1万加の規模で継続される。原料逼迫感から.当初はマツ不適地にも

スギを植えるとL、う状態、だったが， 60年代後半に至って.原料の広葉樹化を背

景に.合理化の一環として，パルプ原料の自給を放棄し.造林面積を減少させ，

造林樹種もマツなどのパルプ原料材樹種より経済性の高いスギ・ヒノキに転換

するようになるへそれのみか，既に1960年代に入り，一部企業の大規模な社

有林売り払いが進行している(表 1"-2-1)。

褒 1-2-1 紙.パルプ産業造林実績および社有林面積 単位:千何

造林実績 社有林面積

年 次 分収造林
造林面積 面 積 期首面積 編 入 離 脱

1950-54年 41.1 l.2 118.4 85.3 8.3 

55-59 52.4 7.8 195.5 55.3 l.8 

60-64 55.1 23.9 240.4 34.8 12.4 

65-69 34.8 7.5 258.4 28.2 10.0 

注) 1 造林実績は.椅川多気夫:r紙 ・パルプ産業における造林事業 Jrグ 1)ーン・エイジJ1971年
5月号より。

2 社有林而積は.紙 ，幻レプ連合会 rDll和45年パルプ材統計J1971年より作成。

(3) 素材生産の動向

素材生産については，手山生産(社有林または立木買いKよる，立木の請負わせ伐出形

態)の縮小が 60年代に入って進められた。問屋制形態にせよ生産過程に直接
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的に浸透していた資本をひきあげ.流通関係による原料集荷に一元化する方向

が進行した。

そのばあい.¥，、くつかの段階がある。機械およびその使用技術を開発し.専

属業者に機械の貸出しを行なレ，労働者に機械使用技術を修得させ.生産性の

向上をはかる王子製紙の例.指導班をおし、て業者と協力し新しい生産システム

の消化をはかる北越製紙の例.が最も生産密着的である。そのばあいでも.機

械使用技術が定着する段階で機械の貸付けをやめ.商業ベースの機械資金の貸

付けにきり換えられる(王子製紙)。

立木手当のための中期貸付金や前渡金は出すが機械貸付けや長期貸付けは

しなし¥こういうシステムでは安全第一主義になり.機械化が遅れる。業者は

買入値や請負代金をひきあげる交渉にのみ関心を示し.それがし、れられなし、時

は，他に移ってしまう。貸付金・前渡金でしばるほかないわけで、ある。これが

一般の業態であったが，下請業者に対しても前渡金も出さぬとし、う形態がむし

ろ増加した。

パルプ産業に対し，国有林は用途指定をし大量に立木を特売してレる。その

量は北海道に多いが， そこでは.61年から 66年の聞に毎年 200万 m3を上回

る量に達する7)。その立木の伐出は，現在では.委任状を業者に出し.樹種と

納入量のみを指定する(立木代金は業者負担)，木代金込み作業請負という.特売

のメリッ トを保持した流通次元だけでの処理形態がとられることが多L、。その

ばあい，ともかくも請負代金の算定を行ない納入価格が決められるが，委任状

は出しても前渡金も出さず.受入れ数量のみ指定して請負代金の算定も行なわ

ぬ.純粋の買入れ関係をとるケ{スがふえてきたのが近年の傾向である。

このような事態の推移により，紙・パルフ。山林部の機構は縮小され，木材関

係部門に再編成されているo ¥，、まや紙・パルプ関係では，山林部の名称を残す

企業は 1社もなし、。たとえば山陽ノfノレプでは山林事業部.建材事業部，外材営

業部の 3部に編成され.人員配置は旧山林部関係が3分の lに縮小，木材関係

3部を併せてやや増員をみたとし、う構成である。
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2) 旧財閥系商社資本の動向

次に.紙・パルプ関係以外の旧財閥系大手商社資本の素材生産について，事

例的にみてみよ う。

住友林業のばあい，素材生産と商材活動は戦後のことであり .後にみる三井

物産より歴史が浅L、。その 60年代の変化としては，国産材取扱量は縮小し，

外材とチ γフ。主体に代ったことがまずあげられる。

スギ・ヒノキ素材扱量でみると.最盛期 (65年)の約 13万がが.現在では

半減してレる。そしていずれも社有林からの出材に限定されてし、る。立木買い

段階からの生産はsかつては国有林立木の公売に応札したほどで，盛んに行なわ

れたが， 60年代に入って減少し，その前半期に全くなくなった。資源洞渇と立

木高が商社に適さぬ「きめの細L、」商法を必要とさせ.何より も市況の不調が

利益を生まなくなったからである。そして，国産材製材工場の信用不安.素材

の当用買いへの移行が，国産材の取扱から商社の足を洗わせた。商社は，大量

商品としての外材を扱レ，大型外材工場を相手とする商売に転じた。住友林業

のスギ ・ヒノ キの製材品扱量も，63年の3万 1n3足らずの量からさらに半減し，

逆に外材扱量は 60年代前半の10万がをやや下る量から，現在では約16万 m8

と伸張した。

素材生産につレては，50年前後には直営形態が多 くとられた。以降請負わ

せ形態が増加し，主体となった。社有林の立木の伐出，立木買し、からの生産(乎

山生産)はかつて扱量の半数を占めたが，直営形態とともに60年代前半に社有

林の一部の伐出を除き，なくなった。

チップ集荷は，パルプ資本のばあし、と同様，チップ工場支配により可能なこ

とから，国産材取扱の主体を占めるに至る。各地の系列合板工場，チップ工場

に長期融資を与えることにより，集荷パイプが維持されてし、る。

三井物産のばあい， やや事情を異にしてレる。木材関係の事業部門が外材主

体にかわり，それが大量化してゆくのに対して， 国産素材扱量はずっと 7~12

万 m3の聞を前後し，現状維持の状態である。商社全体の取扱商品品目が多様
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化し.扱量が増加する中で.木材特に国産材を扱う支屈・出張所の数が減り，

木材特に国産材はむしろ商品として特殊化しているのが現状である。

素材入手は，立木段階からの請負わせ生産によってし、る。その仕入れ部門の

変化は， 60 年代初期の社有林 20~30%，国有林・公有林の公売分 30~40%，

その他 20~30% から，現在はそれぞれ1O~15% ， 80~90% ， 5~10% と変化

をみせてし、る。

下請業者との関係は，専属業者を拠点地域にそれぞれ 4~5 戸配備している。

ただし，専属とし、っても.作業見返りの 80%を渡すとし寸見込み払いなし、し

は概算払いの性格の前渡金を支払うというように，支払条件を有利に考えてや

るとし、った関係が主で，し、きおし、資金力のある優良業者(自己資金関O~l， O∞万

が目安という)が選別されるのが近年の傾向である。機械は希望によっては貸す

とし寸程度で，資金関係に基づく系列関係はむしろ稀薄化したとし、ってよレ。

業者の出入りは頻繁化したとし、う。流通関係へ重点を移す傾向は，ここでも変

らなし、。

なお，事業の主な目安として，ここでも，木材価格の短期変動が一つおかれて

いる。専属業者を維持するための最低限の事業は継続されるが，好況期・材価

の上昇期に入る段階で事業量がふやされる。そのため，事業規模が仲縮する。

2 製材資本による素材生産の動向

製材工場は，素材の大半を消費し.素材生産業者の主流を占め，素材生産資

本の存在形態の中核をなしてし、た。そのことは，既述の坂本一敏氏の指摘のと

おりである。現状でもなお素材の大半を費消し，素材生産業者の多数を占めて

いる。しかし，生産過程とのかかわりは大きな変化をみせてし、る。主要1道5

県の内陸製材工場を対象にした調査によってその状況をみると，まず指摘され

るのが.外材の浸透と立木買いの減少である。調査の行なわれた 68年に.外

材を主とする工場 7%，国産材を主とするもの 35%，国産材のみ 58%で，内

陸製材工場は，なお国産材に主たる原料基盤をおきながら外材を浸透させてい
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る段階である。そして，原木調達方法の産化として.立木買いの割合が減少し

たもの 66%，変らないもの 26%，増大したもの 8%と素材買いへの移行を示

し， 立木買い 60%以上のもの 20%. 素材買い60%以上のもの 59%，立木素

材半々 21%，と素材の当用買いが既に主体となっていることが示されているめ。

原木調達方法の現状は，当該調査でも地域差があるので，全国的にはなお問題

が残るが，調達方法の変化として素材買いへの移行は一律であり，立木買L、か

ら素材買いへの移行傾向は明らかである。次節にみる索材生産業者の側からの

資料と対照すると，製材工場が素材買いに移行し，立木段階からの素材生産を

活動の一部に限定してぎていることは明らかなようである。

製材工業全体の動向は.前章でみるとおりだが.国産材を主たる原料基盤と

する内陸の工場でも， i原木高，製品安」の中で，過当競争と資金難に苦しみな

がらも設備投資を進めてさた。前章で村島氏がふれているように， 1954年には

自動送材車付帯鋸をもっ工場は全製材工場の 2割にもみたなかったのが，前記

内陸製材工場の調査では 88%の普及率を示し，r自動送材車付帯鋸プラステー
プ'ル式帯鋸とし、う機械体系が定着し，製材工場規模はそれをいくつもってレる

かということだJ9) とL、う段階に達してし、ると報告されている(当該調査の回収

率からいって工場上層κかたよっていることに注意しなければならない)。また，チ γパー

の普及率も印%に達していると報告してし、る10)。

過当競争の下に展開したこの設備投資の強行は，立木価格がますます高騰す

るなかで，製材工場が立木買し、一一素材生産を切り離す内部的事情であったは

ずである。それには，市場条件の整備一ーたとえば素材市売の展開と，一口に

いえば村島氏が前章で指摘するように， [""独立した素材生産業者の発生.山林

所有者の一貫経営の増加とL、う素材生産の担当者の新生」を伴わなければなら

なかった。

注) 1 本項は，紙・パルプ産業および商社本社での， 筆者のききとりを主な資料として

u、る。

2 以上，農林省統計調牽部:r木材需給報告書』各年次より。
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3 中野真人:r多角経営時代の紙パルプ産業とその外材輸入に関する展望j向機経
済JNo. 258， 1970年。
4 以上，中野真人:前掲。

5 細越進:r紙パルプ産業の造林についてJrグリーン・エイジJ1968年3月。
6 皆川多気夫・「紙パルプ産業における造林事業Jrグリーン・エイジJ1971年5月。
7 王子製紙株式会社:r山林関係統計資料』。
8 林野庁:r内陸製材工場の適正立地κ関する調査報告J1969年， p. 28~29o 
9 林野庁前掲， p.24。

10林野庁:前掲， p.25。

第4節 60年代における素材生産の再編一一(2)

一一素材生産資本と労働力一一

1 山林所有者の立木販売と素材生産

本章の冒頭に.山林所有者は立木を販売し.素材生産業者が伐採・搬出する

と述べた。実態を示すと， 国有林がその素材生産量の 40%生直営で伐出して

いるのを別にすれば.索材生産業者の 44%は全〈山林を保有せず， 保有山林

10ha未満のものを含めれば 80%に達してしまう 1)。山林所有者が森林の所有

と育成，素材生産業者が素材生産，とし、う機能分担と対立的関係の構造はなお

基本的に変ってし、ない。森林所有者の育林が社会的分業に留まらず3 むしろ地

代高騰を前提に(印年代に)進行し，資本との対立が激化したことは注目すべき

事実である。その一つの表われが，すでに指摘したように生産対象の零細化の

進行であった。

60年代の構造変化の結果として，それがどのように推移したかは，まず注目

されるところである。 1962年と 67年の 2固にわたる素材生産業者調査2)によ

ると，伐採現場規模は相対的に規模を拡大する傾向が顕在化した(表 1-2-2)。た

だし.依然として生産対象の零細性は著しし、ものがある。少々大型の機械を使

用するには効果のありそうvこなし、 100m3以下の現場が80%を占めてしまう。

次いで，立木，素材，製材の順に価格上昇が著しかった原木高・製品安の現
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象が解消の方向を辿った (p.91，図 1-2-2参照)。ただし，労賃が市況の不況にも

かかわらず急上昇した点を考えれば，なお立木高は維持されたといわなければ

ならなし、。しかし，山林所有者が所有森林をどれだけこま切れに売っても売れ

るとし、う時期は終り，立木価格は騰勢を鈍らせ，さらに低下を示した。生産側の

条件に何程か合わせなければ立木が売れなくなったとし、う変化のもつ意味は大

きし、。

50年代の造林は農民の零細な造林が主体を占めるといわれている。 66年の

資源調査では.20年生以下の人工林面積は.伐期を 40年とみると伐期以上の

森林の実に 8.5倍に達する3)。それらが伐期に達した時期には，著しし、価値低

下を強いられるだろう。現状でもすでに，伐出に手聞のかかる間伐が.立木売

りでは不可能になっている。間伐は，林業の生産期間の長期性を克服するもの

として，行政的強制までを伴った密植とセットで，その効用が喧伝された。こ

うし、う局面を打開し，一方の育林労働との組み合わせにより雇用の長期化，安

定をはかる目途と併せて，山林所有者の自家伐採が進行した。その状況は表ト

2-3によって窺うことができる。山林所有者の素材生産はなお立木売りが主で，

間伐などの一部に限定されているが，注目すべき傾向である。

山林所有者の所有規模によって，資源の状態は著しく異なってきている。し、

ま木をもっているものは大山林所有者に限られてし、るとし、う声をしばしばきく

のであるが，それを表 1-2-3は裏付けている。零細所有者の立木は伐りつくさ

れ.大所有者の立木が立木市場の主体を占めるに至った。所有の零細性より大

山林所有者の小口売りが，素材生産の規定要因として大きな意義をもっている

現状を示すものである。外材化の事態を迎えても，大山林所有者の立場は悪化

をみていなし、。

素材生産の条件としての土地所有の制約要因は，土地所有形態によって異な

っている。 67年調査によると， 業者の立木入手 1件当りの素材量は， 私有林

からが平均 60m3 (業者生産量階層別に数量を例示すれば， 50-100 m3層の入手立木1件

当りの平均は 20m3，1，∞Om3以上層のは 123m3)，公有林からが 1件平均 335m3 (前
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表 1-2-2 素材生産業者生産量別伐採現場規模の推移

伐 4求
生産量 総現場数

20，n'未満 20-50 50-100 
規 様

1962年 67年 1962Sf. 67年 1962年 67i!L 19621f- 67年

官十 100.0 100.0 45.0 37.6 25.3 25.7 14.5 16.6 

50- 200吋 100.0 100.0 73.0 65.6 20.5 23.1 6.9 9.9 

2∞-1，000 100.0 100.0 45.5 38.8 37.3 30.2 16.3 18.5 
1，000"，'以上 100.0 100.0 24.3 19.6 24.3 22.9 25.4 19.3 

注) 1 農林省統計調盗部.r昭和37年度素材生産業者調査報告J1964年。
2農林省統計調査部:r昭和42年度素材生産業者調査報告J1969年。

表 1-2-3 山林所有者の立木販売と素材生産

山林保有規模 限¢主 立林Y/家ド数販を売販売し/たし/4た4/家/数 業林材家~数販を/販売売し/たし/用材た、材家，数を

1 - 5 /w 

5 - 10 

10 - 30 

30 - 50 

50 ha以上

960年

20.4 

43.4 

55.1 

62.8 

64..8 

68 年

17.1 

29.2 

41.0 

53.7 

64.0 

1960年 68 年 1960年 68 年

81.5 71.9 20.6 30.1 

80.2 67.5 23.2 34.2 

80.3 70.3 24.3 32.6 

80.2 71.2 25.5 32.2 

78.6 56.3 26.1 43.6 

注) 1 60年1:1，.農林省統計調査部 '1960年世界農林業センサス林業調査報告書J1962年， 68年は，
2用材販売量総数は，山林保有規模1旬以上層のみの集計である。なお，その68年内対60年比

言己各業者層で，それぞれ 41m8，569悦 8.)，国有林からが 1件平均 670ma(同じしそれ

ぞれ189m8，910m3)と著じい規模の違いをもっ。このような事情を反映し，大規

模の索材生産業者ほど国有林，公有林に依存する割合が大きい。 62年調査によ

ると， 生産量 10，000m8以上の業者層の 58%が国有林を主な立木入手先とし

ている。申有林の存在によってはじめて.大規模の素材生産が可能となると解

されよう。

なお弐ちこ，単に 1件当りの立木量の違いだけでなく，私有林の立木販売は安

第I部・第Zj震戦後素材生産の展開と停滞の構造 103 

単位 % 

規 模 5JJj 現 場f 数 よヒ

100-200 2∞-500 500-1， ，00口 l，OOO-2，0∞Jz伽 d以上

1962年 67年 1952年 67i1'- 196叫 67年 1962吋671f. I 196坪|畔

7.6 8.3 4.1 6.3 1.7 I 2.4 1 1.1 I 1.7 I 0.8 I 1・4
1.5 1.4 0.3 0.0 

7.2 8.2 2.7 3.8 07 | 05 1 00 | 一loo
2.9 13.0 9.2 I 13.0 

4.5 1 5.9 I 3.5 1 4.5 1 2.5 1 3.8 

単位:%

労働力の種類
(M林.手入れなどの作業を含む)

世情以

1960正F 68 年 1960j平

85.4 80.1 85.4 85.6 0.2 12.1 1.1 

82.9 79.5 76.0 77.3 0.6 18.8 2.5 

82.9-84.0 80.4 63.9 65.3 2.3 28.7 3.3 

95.9 8l.6 42.7 45.5 7.3 42.5 3.4 

62.9-80.4 68.5 15.8 14.9 28.0 43.1 13.8 

農林省統計開査部:r昭和43年林業動態調准結果報告潜A1970年より作成。

1" 115%である。

定的，継続的でない。これに反して，国有林は年々計画的継続的に立木を販売

するので，業者も生産のめどを立て易し、。国有林には延納制度もあり・紙・パ

ルプ資本に対する特恵的な立木販売制度もある。このような諸々の条件を前提

におきr国有林が独占資本に従属した結果進行した大増伐，地方自治体の窮乏

・財政の不安定化に伴う公有林の増伐によって，索材生産の生産カは増大する

のである。

ただし私有林においては，資源配備の主力が上層に移ったことも関係し，立



1似

木売買は依然即金支払いが原則である。立木代金は素材生産の前提的費用とし

て，生産費用の 70-80%4)を占めてしまう。立木代金は社会的には地代の前

払いとしての性格が強く，素材生産の利潤を著しく低め，資本の蓄積を血害し

ている。

2 素材生産資本の動向一一素材生産資本の自立化の実態

1) 請負形態の減少

次に，前節に提示した紙・パルプ資本，商社資本，製材資本の素材生産の切

り捨てに対応する素材生産資本自立化の実態を，素材生産の側の資料(素材生産

業者調主主)によってみることにしよう。

「自立化」は， まず，素材生産の側からは. 直営形態の増加として現われて

いる(表1-2-4)。

62年調査の段階では，木材需要資本による素材生産請負わせー←資本を生産

過程に浸透させ支配する形態は.なお広範に存在した。大規模業者ほど請負形

態が多 く (主として請負および請負のみのものが，全数では8.296であるのに対し，生産量

2，∞0-5，OOOmsでは 17.396，5，∞0-10，∞Om3では 35.896，10，0ωmS以上47.196とい

う状況であった)，むしろこの形態により大規模化を実現しえた観があった。特定

表 1-2-4 素材生産業者生産量1;皆層別直営・請負業者数比率
単f立:%

生産量 年 総、 数 直営のみ 主として直営 主として請負，規 +莫 請 負のみ

総 数 1962 1∞.0 85.8 6.0 8.2 

67 100.0 88.2 7.3 4.5 

50- 1962 l∞.0 91.2 3.2 5.7 
200m' 67 100.0 92.6 6.1 1.4 

200- 1962 100.0 84.9 7.4 7.7 
1，∞o 67 100.0 90.1 6.1 3.8 

1，000m' 1962 1∞.0 75.8 8.9 15.3 
以上 67 100.0 76.0 11.8 12.1 

i主) 前掲 ・ 吾年度 r素材生産業者調査結果報告」 より作成。
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の請負先に専属し，資金関係・機械貸借関係を濃厚にもち.その意味で従属的

であった。表 1-2-5にみるように3 請負主は他に先んじて機械の使用を進めさ

せ，相対的剰余価値の生産に効果をあげてし、た。北海道のパルプ専属業者など

に典型的にみられた形態であるが，労務管理面でもパルプ資本の育成策により，

他より先んじてし、た実態がある。

このよ うな状況は， 67年調査の段階に至って大をな変化をみせた。同じ く

表 1-2-5に一端をみるように，請負業者から資金をひきあげ，階層分化を促進

させ， 請負わせは上層の自立的業者に限定してゆく方向が明確化した。それ

は3 紙・パルプ資本，製材資本に共通にみられる状況である。零細な請負は.

山林所有者の自伐化傾向に対応し，その局面に限定されてきている。この局面

では資金供給の強化がみられるが，近年の零細業者の、淘汰傾向の中で、は当然だ

ろう。

一方，より自立的な直営形態の業者に対する商業ベースの資金供給は，現状

維持の状況である。

2) 素材生産を主業とするものの増加

「自立化」の第二の局面は，素材生産を主業とするものの増加である。業者

の91%が兼業で， 63%が紫材生産を従とする形である (67年調査)。 この兼業

性は， 62年調査からみて，専業が減少した結果.割合としては強まったといえ

る。しかし，素材生産を主とする業者数の増加がみられ，規模を高めるほどそ

の増加割合は著しし、点は見逃すことができなし、。

1，000m3以上層についてみると，兼業の種類は.各種類とも増加をみてい

るが， 数としては，木材業. 木材加工業(チップ工業が主体を占めると恩われる)，

農業を兼業とするものの増加が目立つ。これを 2，000m8または 5，OOOms以上

の上層についてみると，第ーに製材業，ついで木材加工業を兼業とするものの

増加が著しし、。これについでは，木材業を兼業とするものである。増加の割合

としては，木材加工業を兼業とするものの動向が注目される。そしてそれが，

木材加工業を主業にし素材生産を従とする形のものの増加がむしろ著しL、点，



107 戦後素材生産の展開と停滞の構造第 I部・第2:1主
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集借材入機れ，業使者用数比・率所有(%) 着有業無別資業金者お数よ比ぴ率前渡金(%の) 

業者
自家業費務区 分 年 使用し 所有 借入れ 着前業渡資金金な， 受けな総数 用消の

た業者
業者数 業者数

どの融資 みで関

数 を受けた かった 係ない

計
62 100.0 25.4 21.3 5.2 24.8 54.4 20.7 

67 100.0 39.9 31.2 10.4 27.3 49.3 23.4 
l日h、
50- 62 100.0 6.9 4.9 2.0 17.1 60.9 22.1 

200耐 67 100.0 20.3 12.6 8.1 22.9 49.1 28.0 

200- 62 100.0 30.7 25.4 5.7 28.1 51.8 20.1 

計
1，000 67 100.0 46.6 37.0 11.1 29.0 46.0 25.0 

1，000加' 62 100.0 55.5 49.5 11. 3 34.7 46.1 19.2 
以上 67 100.0 70.8 61.3 14.2 33.8 54.9 11.3 

62 100.。~4.2 20.5 4.6 20.7 56.0 23.3 
計
67 100.0 38.3 29.8 10.1 25.4 48.2 26.4 

直 50- 62 100.0 6.0 4.3 1.7 15.9 60.2 23.9 

営 200..w 67 100.。20.7 12.7 8.5 23.2 46.5 30.3 
の 2∞~  62 100.0 31.0 25.4 6.2 23.9 53.7 22.4 

み 1，∞o 67 100.0 44.7 35.8 10.4 26.5 46.7 27.3 
1，0001が 62 100.。54.2 50.3 7.6 25.3 50.7 24.0 
以上 67 100.0 71.5 62.7 13.7 28.9 56.3 14.8 

計
62 100.0 31.1 30.3 1.5 44.7 44.7 10.6 

67 100.0 47.0 40.2 7.7 35.9 63.2 0.9 

主 50- 62 100.0 7.1 7.1 17.9 75.0 7.1 
と 200..w 67 l∞.0 13.6 13.6 13.6 86.4 し
て 200- 62 100.0 32.9 32.9 51.4 37.1 11.4 

営直 1，000 67 100.0 62.5 46.9 18.8 50.0 46.9 3.1 

1，000m' 62 100.0 47.1 44.1 5.9 52.9 35.3 11.8 
以上 67 100.0 70.7 63.4 7.3 48.8 51.2 

主てとし

f 計
62 1∞.0 34.3 23.8 14.9 53.6 45.3 1.1 

67 1∞.0 59.7 43.1 20.8 50.0 48.6 1.4 

50- 62 1∞.0 10.0 4.0 6.0 36.0 64.0 

請負
200..w 67 100.0 20.0 20.0 40.0 60.0 

200- 62 100.0 24.7 17.8 6.8 52.1 45.2 2.7 

負鯖みの
1，000 67 100.0 65.0 50.0 15.0 55.0 40.0 5.0 

1，000m' 62 100.0 67.2 48.3 32.8 70.7 29.3 
以上 67 100.0 66.7 50.0 23.8 50.0 50.0 

前掲:各年度 r素材生産業者調査結果報告』 より作成。

集材機の所有，借入れ状況を示したのは.地域牲の比較的少ない生産手段の所有，借入れの

I 

2 

主主)
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r " 袈 I-2-6 王手兼業別・兼業種類glj・生産量規模別紫材生産者数の推移

区 生産量
年次 総数 専業 素材生産

分 規模
言十 製材業 木材加工業

総数
1962年 44，428 5，106 11，810 1，653 210 

67年 34，738 3，084 9，889 1，521 242 

実 1962年 7，511 1，144 1，808 581 60 

1，0001N 67年 8，029 1，110 2，591 801 111 

以上 増減 518 - 34 783 220 51 

増減率 6.9 -3.0 43.3 37.9 85.0 

1962年 1，183 201 325 111 14 

数 5，0001N 67年 1，490 203 515 182 41 
以上 増減 307 2 190 71 27 

増減率 26.0 1.0 58.5 64.0 192.9 

総数
1962年 100.0 11.5 26.6 3.7 0.5 

67年 100.0 8.9 28.4 4.4 0.7 
構
1，0001N 1962年 100.0 15.2 24.1 7.7 0.8 
成 以上 67年 100.0 13.4 32.3 10.0 1.4 

上巳
5，000 1N 1962年 100.0 17.0 27.5 9.4 1.2 
以上 67年 100.0 13.6 34.6 12.2 2.8 

注) 前掲:各年度 『索材生産業者結果報告aより作成。

他業を主として素材生産を従とする形のものの減少がみられる中で注目さ

れよう。なお， 5，000 m8以上層では製材業を主とする形の増加がみられる

(表 1-2-6)。

これ伝は，錯雑した事態を含むといわねばならないが，前節にみた製材資本

の動向を併せ考えると，従来.主要な素材生産資本の存在形態であった製材工

場が，資本増投を進め，労務管理面でも中小企業段階に達したところで.一方

の紫材資本の階層分化の進行に伴って.素材生産を切り離し，あるいは業務の

一部に限定する方向が明確化し，製材工場の素材生産の兼営という形態を強く

残しながら5)， 素材生産を主とし製材工業，チップ工業，木材商業を従として

兼営する型の営業，資本形態が，製材工業資本と別個のものとじて形成してい

第I部・第2:'露戦後素材生産の展開と停滞の構造 lω 

兼 業

が主 素材生産が従

木材業 農業 計 製材業 木材加工業 木材業 農業

3，721 4，601 27，512 12，202 1，320 2，900 7，136 

3，323 3，715 21，765 10;703 1，305 2，531 4，887 

662 270 4，559 3，509 231 351 108 

985 446 4，328 3，332 355 288 75 

323 176 - 231 - 177 124 - 63 33 

48.8 65.2 一5.1 - 5.0 53.7 -17.9 30.6 

137 18 657 482 47 66 7 

215 27 772 578 104 37 。
78 9 115 96 57 - 29 7 

56.9 50.0 17.5 19.9 121.3 -43.9 -100.0 

8.4 10.3 61.9 27.5 3.0 6.5 16.1 

9.6 10.7 62.7 30.8 3.8 7.3 14.1 

8.8 3.6 61.2 46.7 3.1 4.7 
1.4 

1.4 5.6 53.9 41.5 4.4 3.6 
0.9 

11.6 1.5 55.5 40.7 4.0 5.6 0.6 

14.4 1.8 51.8 38.8 7.0 2.5 

ることを示すものといえよう的。

3) 階層分化の進行と市場の変化

素材生産者の規模については， 62年の素材生産業者調査によって，労働者が

年間 240日働くものとして計算してみると，従事人数別の規模は， 1-2人……

21%， 3-4人・…"46%，5-9人…"16%，10-19人H ・H ・15%，20-29人….. 

0%，30-49人……2%. 50-99人…・・0%，100人~…一1%. というようで，

中小企業というより，業者自らも働く家内工業とし、う方がふさわしい規模のも

のが多い。事実，農業の片手聞に，手すきの近所の人を何人か頼んで一緒に丸

太の伐出に従事する農民がs 零細業者の中には多かったのである。

戦時統制とそれに続く戦後の混乱期に問屋主導の木材経済の秩序は破壊され，

r 
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表1-2-7 生産量規模別専兼別素材生産業者数の推移(個人+会社)

生産量規模 総 数 王与 業

階 層
1962年 67 年 増減率 1962年 67 年 増減率

総 数 44，428 34，738 -12.8 5，106 3，084 39.6 
50-100m' 10，827 6，290 -41.9 614 157 -74.4 
100- 200 9，993 6，977 -30.2 959 422 -56.0 
200- 500 9，963 8，003 19.7 1，502 761 -49.3 
500-1，000 6，134 5，439 -11.3 887 634 28.5 
1，000-2，000 3，864 3，892 0.7 569 537 - 5.6 
2.000-5，000 2，464 2，547 7.4 374 370 - 1.1 
5，000-10，000 811 921 13.6 131 113 -13.7 
10，ooo~5o，oool 

372 511i 
53.0 70 8~ 1I 28，5 50， 000 m'以上 58 8 

注)前掲:各年度 r紫材生産業者調査結果報告』より作成。

素材生産業者の階層分化，分解は進行するのであるが， 60年代に入って製材

工場や紙パJレプ産業が素材生産を分離させる方向が明確化し.素材生産業者ゐ

階層分化は著しく促進された(表 1-2-7)。

生産物たる素材の市場については，まず，自家業務用に消費する業者数・消

費量ともに多いことが注目されるが7)， 外材輸入量が急増し市場が狭陸化した

ことによって，また素材生産業者の依然たる零細性によって，生産物販売におけ

る系列は，それを一時点の請負あるいは製品納入の特定関係と解すれば(表1-2

4 はそのような意味と解される)， むしろ強化された。請負関係においても同様で

ある。その一方，直営，請負とも 3 資金や資材供給を伴わぬ自立的形態がふえ

てきた(表 1-2-5)。

特定の納入先.請負先をもっ業者の割合は高まったが，特に規模が大きく な

るほどその度合が著しし、。つまり，特定の納入・請負関係を確保することによ

り規模を高めることができるといえる。近年の「階層分化」は，その傾向が強

まることと併行した。 67年調査では，特定の納入先・言背負先をもっ業者割合は，
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兼 業

素材生産が主 素材生産が従

1962年 67 年 増減率 1962年 67 年 増減率

11，810 9，889 -16.2 27，512 21，765 -20.9 

1，879 893 52.4 8，334 5，240 -37.1 

2，990 1，788 -40.2 6，044 4，767 21.1 

3，329 2，692 -19.1 5，132 4，550 -11.3 

1，804 1，925 6.7 3，443 2，880 -16.4 

934 1，260 34.9 2，361 2，095 11.3 

549 816 48.6 1，541 1，461 - 5.2 

200 288 44.0 480 520 8.3 

125 
206 

21 
81.6 177 

223 

29 
42.4 

生産物を納入(諸負を含め)または販売する業者の 60%に達してしまう(自家業務

用消費のみの業者を含めれば，業者の 69.3%までが，特定の納入先を前提IL生産を行なって

いることILなる)。

特定の請負先・納入先といっても，既に資金関係を伴わぬ形態、が増加してい

る状況の下では，前節の三井物産の誇負業者の例にみられるように，その関係

はむしろ景気の動向に応じて浮動的である。需要側にしても，系列化を排する

ことにより納入材価格をおし下げる方向を長期的には出している状況である。

だから，それはむしろ，素材生産業者の階層分化を促進し，機械化や労務管理

面の改善を強要し，生きf残った上層業者を相手にするという，資本の選別強化

の構造である。 それはまた，製材工場など中小の素材需要資本の階層分化をも

促進させずにはおかなし、。このような枠組の中で，系列が拡大的に再編されて

いるのである。

市場に関しては森林組合の共販を含めた市売の展開に注目しなければなるま

J、。近年の素材市売の増加は注目され(表 1-2-9)，3分の lの業者が丸太を市売
Jこ出している。しかし販売量にして 7.4%にすぎず.なお市売の占める地位に
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表 1-2-8 生産素材の大半を納める特定の納入先 ・請負先のあるz素材生産
業者比率

単位:%

区 分
(1) (2) 

1962年 67 年 1962年 67 年

A 口 言十 42.5 46.0 53.6 60.0 
50- 200'" 43.0 43.4 55.2 60.3 
200-1，000 42.7 45.0 50.3 60.1 
1，000耐以上 40.8 52.6 50.5 59.3 

直
計 38.1 42.6 49.6 57.9 

民昌主， 50- 2ωd 41.1 42.3 54.0 60.7 
(J) 200 -1，000 38.2 42.2 41.3 58.0 み

1，000吋以上 44.1 38.4 51.8 29.2 

玉 計 53.0 60.7 59.3 61. 2 
50- 200"， 71.4 52.3 76.9 52.3 
200-1，000 61.4 65.6 69.4 67.7 

戸昌旦. 1，0001n'以上 52.9 65.9 60.0 65.9 

主請 計 75.1 87.5 76.0 88.7 t負 50- 2ω'" 58.0 80.0 58.0 80.0 
てσ3 200-1，000 74.0 80.0 76.1 84.2 言青
負み 1，000m'以上 91.4 92.9 91.4 92.9 

注) 1 前掲:各年度 r素材生産業者調査結決報告』よ り作成。

2 (1)は総数に対する比率、 (21は自家業務用消費のみの業者を除いたものに対する比率。

~l.l 9.4 ! 1.6 57.5 
1.6 10.7 1l.0 54.0 

2.3 9.0 I 0.7 57.0 
l.1 7.7 i 0.3 56.6 
3.2 8.0 1.7 57.3 
1.9 7.8 1.1 55.0 

4.7 13.4 2.9 59.2 
2.0 21.1 2.3 47.2 

註 1 前掲 :ι q~ Ji r;信付 ét. Jlli業有利企悦 ~~m;ll--:_ よリ
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は限定的なものがある。(特定の)市売市場に主として出荷する業者数の増加

は，特定の主たる納入先をもっ業者数の増加割合を出荷先の業種別にみると，

割合としては最も大きい (9.5%→13.9%)。との点注目に値するが.市売を対象

とする業者は下層に多く ，中層以上では出荷者は多いが主たる出荷先とはなり

えない。 ただし，下層と ともに，出荷する業者数の増加割合は著しい。下層の

業者の生産物は，し、くつかの 2次加工業者・消費者に直接売りとまれ(特定の

納入先・議負先がない業者の割合は，下層ではやや高い)， 素材流通量全体からすれば

一部が市売に出され， 一応大量化の可能なルートに乗せられる。このばあい，

これら下層は，市売の展開により 自らのシェアを何程か保ちえたわけである。

一方，中層以上では業者の多く が市売に関わるこ とにより，特定の主たる納入

先・請負先あるし、はい くつかの納入先・請負先への生産物販売・納入の際の矛

盾一一それらの相手にとり不要な(不利な)生産物が生産されるーーを何程か解

決しえたにれは，もちろん，地域的に検討しなければならぬことであろう)。

市売の展開に関しては，森林組合の素材生産 ・共販の伸び，山林所有者の自

伐(請負わせを含めてーー素材生産業者の主とする請負先業磁としてP山林所有者の占める割

合は， 62年 13.4%から67年 24.1%K高まった)の増加一 一出品が注目されよう。

以上みたことからいえば，素材生産にと っての生産物たる丸太の固有の市場

としての展開は依然不十分である。生産物市場は閉鎖的であり，特定の取引関

係に規制される面が強し、。素材生産資本の零細性からして，自ら主導的に市場

を開拓するより素材需要資本に取引先と して何とかくいこむとし、う形であり，

納入先の特定の需要資本の動向に影響されるところが大きし、。このことは，丸

太が重量嵩高の商品であり，様々の規格・品質のものを含むとし、う生産物の商

品としての性格からして，集中的な市場での(見本)取引を困難にさせるとし、う

事情が，補助的には作用していよう。

4) 資金実態， その不安定性

表 1-2-5にみられるように， 素材の納入先や請負先から，着業資金や前渡資

金の融通を受けた業者数は 27%，自家業務用消費のみのため素材生産を行なっ



114 

表 1-2 -10 資金の借入先別素材生産業者数(1967年，比率)

借入 先別件数比 率
借り

区分 農林商工国金民相互信用組合協同組合素材取 その ない
業者数 銀 行融 の 業数

中金中金公庫 銀行信用金庫森林組合引先 他

Ji 
(67.6) 
41.0 2.1 3.5 10.1 8.9 15.6 12.7 11.0 2.9 35.4 64.6 

50~ (51.8) 
26.8 0.8 1.4 7.0 5.8 10.3 13.2 8.8 3.7 47.7 200耐 52.3 

200~ (76.2) 
44.5 2.7 3.6 12.0 9.4 19.1 13.0 10.9 3.1 29.2 1，000 70.8 

1. 000 1n' (83.2) 
65.6 4.0 7.8 13.6 14.7 21.4 11.0 15.6 1.2 18.8 以上 81.2 

nl 1 前掲 九年l主 r素材生産業者刑者結果報告J より。
2 ()はほ年向調完結ー収。

てし、る業者を除L、た割合でも 36%である。一方， 資金を金融機関，組合，取

引先から借りた業者は多数を占め，特に規模の大きいもの程そうである。 借入

先としては，全体として銀行その他金融機関から借入れたものの割合が高い0

62年段階でも状況は変わらなし、。 しかしこれらは素材生産の多様な業態を区

別していなし、。また，借入金が資金のどれほどの割合を占めるかが不明である。

素材生産業者の資本実態ははなはだつかみ難い。会社形態のものが 26%を占

めるが，法人の税法上の優遇措置によ る単なる形だけのものが多いものと思わ

れ，特に素材生産専業なし、しはそれを主とするものの場合，会社形態をとるも

のはきわめて少ない。

素材生産の実態、にっし、ては，60年代初頭段階で行なわれたい くつかの調査で

みることができる。それらによって資金実態を概括的なレしは事例的に示し，

問題の所在を探ってみよう。

岩手県遠野の事例では，当時 (1962年)，製材工場では山元の立木手当が半年

分あった。工場が安定的に原料を確保しようとすれば.立木段階までの大量の

手当を必要とするが，立木価値の上昇期にはともかく，者しい矛盾とし、わなけ

ればならない。製材工場では素材入荷から製品にして代金決済まで 7~8 カ

月かかる というが(製材品支払いは，半金半手，ないしは3分のl現金3分の2手形，手
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形済度60-70日というのが多い)，立木手当を含めて原木代金の資金繰りが問題で

ある。金融機関や取引先からの借入れなし、しは前渡金が.原木(立木)手当のた

めであると報告されてし、る8)。金利は.全国的にみて，だいたい2銭1厘から

3銭の間(調査事例の3896が2銭l厘から 2銭5厘，47%が2銭6厘から 3銭)であるこ

とが示されているヘ

既にみたように.私有林買付けにおし、ては，立木代は現金なし、しはそれに近

い支払いを強いられてし、る。国有林立木のばあし、 (64年，遠野)，50万円以下は

現金納入(納付書交付後2週間以内)， 50万円以上は 4カ月以上の延納が認められ

ている(素材のばあいも国有林は 30万円以上のばあい3カ月の延納が認められている)。 延

納利息は 2銭5厘.300万円以上のばあい 2銭4厘であるが3 銀行の支払い保

証があれば1銭8厘の利息となる。 ただしそのばあい銀行に 5厘とられ.結局

は2銭3厘となる。 立木代金の高いこと， 立木代の生産費Iζ占める割合が高く ，

採伐 ・搬出とい う生産行程が単純で加工度が著しく低い ζ と，素材生産の期間

の長いこ と，製材工場のばあい，さらに代金回収期聞の長L、ことが金利負担を

著しく重いものとしている。徳島県那加川地区の製材工場の事例 (62年)では.

建築材の石当りの.生産原価 800円のうち 250円が労賃で 120円が金利となっ

ている。素材生産の金利がほとんと守で，それを除くと石当り 700円位になると

いうが.問題の所在宅ピ端的に示すものといえよう。遠野の報告例により試算を

してみても，立木代金石 350円，伐出費 400円とすると，立木買付けから代金

回収まで3カ月，金利 3銭としても，金利負担が 94円50銭となり，生産費用

を 24%も押しあげてしまう 10)。

素材生産資金の回転につL、て，遠野の事例では契約から山入まで 10日， 立

木伐採にかかり工場着まで 15~20 日とあるが， 小規模の山の例であろう。大

体1カ月半か2カ月， 大きい山のばあい立木から工場着まで早くて 3カ月， 普

通半年かかっている11)。

以上は，製材工場の素材生産の例だが， 素材生産を主とする業者の実態につ

いては，以下のようである。
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製材業者が出材業者などから素材を買ったばあいの支払いは，月末現金払L、

の例もあるがp 即金で買いとるのが普通である。ヒモツキの出材業者のばあい

には，売買契約書をみて確実であるとなれば 6~7 割の代金を前渡金として渡

すとか.伐採賃をたてかえるとかするのが普通である。このばあい利子をつけ

るとし、うことはないが，工場着の価格で石当り 50円安く買うとし、うようにし

てレる(遠野)12)。

独立的な素材生産業者の1事例は次のようなものである (遠野の素材生産主体

の年間1，5∞石位の規模の杭木業者)。

立木購入資金および素材生産資金は大部分自己資金で賄われ.小さな山のば

あい 2~3 カ月で資金は回転するが大きいばあし、は 6 カ月位かかってし、る。

杭木索材は着駅渡しであり，代金の支払いは着荷後 2~3 カ月位かかるので回

転は相当遅くなる。国有林材，共有林材など 200~300 万円以上の大口の資金

が必要なばあい.取引先の炭鉱から前渡金を借りる。銀行から 50~60 万円位

の借入れをすることも時々ある。日歩 2銭9厘，保証人を 1人つける13)。

このような高い金利の金を借りては，利幅をみこむ余地がなし、。銀行貸付け

が中小企業には歩積，両建の拘束預金を条件としていて，枠が著しく狭められ，

金利負担はなお重くなっているのが実情である。山の出物があったり立木価格

が一方的に上昇した時期はともかく，金融引締め.市況の低迷の中で，資金難

に苦しむ製材業者が素材生産段階を切り離してゆくのは当然の成り行きであろ

う。自己資金の運用場面としてs 前渡金や銀行貸付けで補レながら.素材生産

を営む製材工場や素材生産業者にその活動が限定されてきてし、るのが近年の実

態であろう。

このような資金実態からして，素材生産業者は.たとえ市況が不利で、も金繰

りが苦しし、から，素材製品を売り急がなければならない。製品価格がますます

不安定になる。業者は木材価格の短期変動を目安に事業乞行ない，値幅の変

動によって情けなければならなし、。立木価格は，その商品的性格と所有者の経

済的安定性によってはなはだ硬直的で，上っても容易に下らなし、。木材価

第 H郊・第2主主戦後素材生産の展開と停滞の構造 117 

格はきわめて不安定である。かくて，素材生産者は「商人」の汚名を着せられ

る。

この実態が，また，利幅が少なくとも特定の納入先を前提に生産を行なわな

ければならぬ理由にもなっているのだが，一方で労働者の労務管理にも多くの

問題をなげかけてし、る。短期に勝負をしなければならなし、から，金はし、くらで

も払う，労務者を請負賃金で、し、くらでも働かせる。その場限りであとは野とな

れ山となれである。こうし寸山師の実態は近頃ずL、分少なくなっているのだろ

うが.やはり利潤の重要な源泉は，製材工場や商社のばあいまでを含めて，木

材価格の不安定性とその短期変動にあるとし、う 実態は残ってし、る。

こうし、う事態の中で， 固有林の直営直用形態や，民間でものちにみる栃木

県鹿沼の製材工場のばあいのように3 労働力の固定をはかり，機械化・合理

化を進めている例も一方でみられることは.併せて指摘しておかねばならな

S 林業労働力の動向

1) 林業労働力の企業固定化傾向

林業労働力不足は 60年代に入り顕在化し3 伐出労賃は61年以降製造業賃

金あるし、は木材価格をはるかに上回る上昇率をもって上昇し， 60年代後半には

同種労働たる建設屋外作業の賃金を上回るに至った。労働者総数も著しい減少

をみた。総理府「労働力調査」によると 65年以降の減少が著しし、。林業就業

者のうち「雇用者」が 62年および 65年 22万人から， 67年 18万人， 69年

16万人と減少した1針。労働力流出は短期就労者の減少， 若青年層の流出，出

稼ぎの減少などし、くつかの局面をもって総数の減少をみるが，一方，労働者就

労が長期化した。

56年伐木賃労働者調査によると，年間 30日以上素材生産労働に従事する労

働者の就労日数別人数割合は. 30~59 日 18. 6 %， 60~149 日 41. 2 %， 150--

239日33.0%，240日以上 8.2%であった15)。それが， 66年には，林業労働
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力需給動向調査によると， それぞれ9.2%，28.6%，46.7%， 15.5%，岩手県

北地域で， 11. 6 % ， 29. 7 %， 48. 3 %， 10. 4 %，栃木県西北山間地域で， 8.3%，

22.5%， 36.8%， 32.4%，徳島県吉野川・祖谷)11・那賀川地域で， 7.5%， 23.5 

96， 54.1 %， 14.8%と推移した16)。

第二に，素材生産労働者の企業固定化傾向が強まった。 そして，そこには事

業所の規模の差が明確に現われ，小規模事業所ではむしろ短期雇用者に対する

依存度が高まった(表 1-2-11)。

常用の雇用形態をとるものも増加した。「労働力調査Jも， 林業労働者全体

で，常用が 62年 8万人.65年 10万人. 67年 10万人. 69年7万人と推移し

たことを報告している。ただし，林業労働者の季節的な失業.業者の仕事の切

れ目による雇用の中断，天候による作業の中断はむしろ一般的で，労働者は賃

金は安くともより安定的な土建業従事にかわり.あるL、は他の雑業を兼ねるも

のが少なからぬ数にのぼってし、る。

60年代に入った時期には. 雇用期間の延長策， 保険加入を中心とした労働

力確保策がとられるようになった17)。雇用期間の延長策は事業期聞をならす，

他の仕事と組み合わせるとし、った方法によるもので.依然たる労働力の相対的

表1-2 -11 雇用労働者の年齢，性別，雇用形態，雇用回数別素材生産業者数(比

年 齢 思IJ 性 ~Ij 

生産量規模 労働者総数 19 歳 20-34 35-59 60 歳 男 女 常用
以下 以上

総 数 100.0 0.6 24.6 69.1 5.7 95.6 4.4 20.3 

50- 100 ，，，' 100.0 一 13.7 83.1 3.2 95.4 4.6 13.6 

100- 200 100.0 0.1 20.0 72.8 7.0 96.8 3.2 12.7 

200- 500 100.0 0.2 21.0 75.2 3.5 94.4 5.6 12.6 

500 -1，000 100.0 0.3 20.7 75.3 3.7 96.8 3.2 22.0 

1，000-2，000 100.0 0.3 16.9 73.4 3.0 96.0 4.0 20.9 

2，000-5，000 100.0 1.1 23.0 62.7 1.1 96.7 3.3 17.7 

5，000 ml以上 100.0 1.1 35.5 59.5 4.0 94.3 5.7 27.2 

iiJ jjij掲 r休業動態調i'b よ1)作成。

-. 
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過剰と農家のプロ化傾向の中で，労働力商品の性格からして3 労働日当りの賃

金が低くとも労働者にとって，恩恵であった。大規模業者にとっても.立木購入

の季節性さえ解消すれば，その方が有利である。

この段階では大規模業者は.募集範囲を拡げる方策が有効なものであった。

労働市場はより開放化し.労働市場における事業所聞の競争が顕在化した。

1967年段階では募集範囲の拡大は有効性を減じ 賃金の上昇という次の段階

に推移し，機械の使用を促した18)。規模の大きな業者は， 65年代に入りほぼ作

業の季節性を解消し，技能度の高レ専業的労働者を固定的に使用し.それらを

中核にして，補充的に臨時労働者を使用する。一方.小規模業者は季節的に半

農型労働者を充用し. 事業を続けてゆくより致し方なし、。表I-2-11は労働者

の質が既に，規模により決定的な差をもってし、ることを示してし、る。

労働者の企業内固定と賃金上昇の傾向は.従来，手労働に頼っていた民間事

業所でも機械の使用を著しく進めた(表I-2-12)。

62 年段階では.なお機械使用vこ関して規模の差が著しい。しかし 67~68 年

段階では.ほぼ 1，000m3以上層ではその差がなくなっている。機械規模の大

小を問わなければ(チェンソーはもちろん除き，何らかの機織が使用されるという意味で

半， 1968Jrl 
jHI;，、;ぉ

雇用種類別 雇 用 FI 数 日IJ

季節雇 臨時}誠 210日 150- 90- 30-90 20-30 10 -20 10 !] 以上 210 150 J、 il:~j

25.4 54.4 12.4 10.8 18.4 22.4 13.1 9.8 13.2 
5.5 81. 9 0.7 1.9 7.4 20.9 15.1 2 G. ~ 2i.2 
8.9 78.4 1.4 3.0 10.8 27.7 16.5 2::!.8 17.9 
11.7 75.7 4.5 7.1 11.7 24.2 17.5 14.1 21.0 
18.0 60.0 12.5 12.2 14.5 24.2 16.1 11.2 9.3 
25.9 53.2 13.6 ]) .2 25.2 20.6 官.l:l 11目1 5.6 
21.7 60.6 12.8 9.8 15.4 17.4 10.5 5.4 28.8 
43.8 29.0 19.3 13.8 25.2 23.9 12.0 3.9 2.0 
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表 1-2 -12 機械を使用した素材生産業者数(比率) 単位:%

:;設業者総数 機業械使用 チェンソー 築材機 索 道 軽架線者数

1962 I 67 1962 67 1962 67 1962 67 1962 67 1962 67 

絵、 数 100.0 100.0 56.7 84.6 33.6 78.9 25.4 39.9 21. 7 25.3 25.4 26.8 

50- 200耐 100.0 100.0 33.8 74.1 15.2 67.7 6.9 20.3 9.3 11. 7 15.8 17.7 

200-1，000 100.0 100.。66.3 90.5 36.8 84.0 30.7 46.6 25.6 32.4 30.9 33.0 
1，000m'以上 100.0 100.0 85.8 98.0 68.7 94.8 55.5 70.8 40.8 43.1 33.9 36.7 

注) 前掲:各年度 r紫材生産業者調査結来報告』より。

は).既に生産量規模 200m3以上層に差がみられなし、。

機械の所有も著しく進んだ。機械の使用は所有.借入れの両面で進められた。

より小規模の機械では.所有者数比率も増している。

2) 林業労働者の専業化傾向と半農半労型の再編

素材生産労働者は.林業労働者の中でも専業化の度合が高L、。素材生産労働

者だけを区分した労働者の性格を示す統計は.1956年の伐木賃労者調査だけ

であり.時点的な推移はつかみ難い。その調査によると.伐木労働従事 30日

以上の労働者の 83%が農家である(内地都府県)。ただし，家計上農業がほとん

ど意味をもたない経営耕地0.3旬以下の農家を除くと 55%となり，農業自営

を主業とするもの 59%とほぼ一致する19)。当時すでに素材生産労働者の多く

の部分が専業労働者によって占められ，生産を主として担っていたことがわか

る。

印年セソサスは素材生産労働者を区別してし、ないが， 林業労働者の 78.1%

が農家労働者(世帯数78目8%) と報告している20)065年より実施された「林業

労働力需給動向調査」は包括的な調査ではなく限定性が強いが，林業労働者の

78%が農家であると報告しており，一応60年セソサスと異ならぬ数字となっ

ている21)。

この両調査の対比を地域的にみたばあい，まちまちであり.岩手県県北の林

業出稼ぎ地帯では，非農家労働者は 29%から 25%へと減少し，より先進的な

樹木県西北部地帯では 17%から 31%と割合としては増加を示している22)。
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これだけの事実で60年代前半の素材生産の労働力の動向をおしはかる術は

ないが，全体として数の減少をみながら，地域の他産業の労働市場の変化，農

民層分解の進行，それに林業の内部的諸条件の変化によ って，林業労働力は複

雑な対応を示していることがうかがえるのである。 60年代の変化としては，

林業労働者の雇用期間の延長傾向が.労働者の専業化を進ませながらも，近年

の農民のプロ化傾向に対応する半農型労働者の再編，といった意義をもつこと

は明らかである。雇用期間の長期 (150日以上)のものを増加させるとともに，

中程度(日~99 日)のものも増加させてし 、 る。そして全体として，専業労働者を

も，半農型労働者とともに流出させているのである。

50年代後半には燃料革命による大量の薪炭農民の没落， 60年代に入って外

材輸入による木材生産の大量化と生産性の低い園内生産の縮小.圏内林業生産

の機械化・合理化とし、う諸段階を経て， そして農業局面では農産物輸入による

農業生産の衰退によって.膨大な相対的過剰人口が絶えず生産されてきた。 そ

のような状況の中で.林業労働者の多くの部分が.なお半農半労とし、う形態で

存在してし、る。

林業労働力につし、ては.藤本武氏によ って.半農半労型が最も基本的性格で

あるとされ.半封建的労働組織たる組頭制度もその半封建的な労働力の構造

によってp なし、しはその一環として形成されると説明されたお)。しかし，地主

制の崩壊をみた戦後過程では.林業労働力分析におし、て.小林謙一氏のいわれ

るように， r産業発展がし、かなる労働市場を形成・展開せしめ，また.それが農
民層分解をいかに規制し，両要因が，資本蓄積の変動，と くにその段階的発展

過程においてレかに相互に規定しあったかJ24) という視点を重視し， r林業労
働力=半農半労型」の基本規定を再点検しなければならなし、だろう。半封建的

労働力構造としての半農半労型は，既に解消した。その意味では，半農半労型

は個別労働者の型とし、うことができょう。ただそれは，専業型と半農型のいず

れが多いか，とし、う形で問題にされるのではなくて，わが国産業の総資本の中に

おける林業資本の位置によって，またその総体の段階的発展によって.性格づ
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けられる林業労働力の主要なタイプが問題なのである。そして，労働組合の組

織状況と雇用関係，労働組織の現状からして，専業型と半農型が同ーの労働市

場で競合し，多数の半農型労働者の存在が林業労働者全体の「死錘」として働

いている状況が問題である。それを労働力の半農半労型構造とし、L、たい。

その意味では，半農型労働者の占める割合とその推移は.やはり問題となろ

う。そのためには，半農半労型とは個別的にはどのような形態を指すか，はっ

きりさせておかなくてはならなし、。

統計諸資料の農家の中には.農業センサスの農家の規定によって.様々の性

格のものが含まれている。その中で， 家計依存型として賃労働を主とし(第2

種兼業農家).従事型として賃労働のみに従事する者は， 完全な賃労働者とし、え

る。このばあし、，家業型より従事:型を重視しなければならなし、。家業型として

農業を営むばあい，一般労働者家族の多就業形態と異なるところはないで、あろ

う。当該労働者の農業従事を前提する規模の経営を営み.従事型として農業と

賃労働に従事し.農業とセットでなければ労働力の再生産が不可能な形態が半

農型である，と解したレ。

このような視点によって.栃木県および岩手県で筆者が集めたものに資料が

限られるが. 60年代後半の動向変化に焦点を合わせ，林業労働力の型の問題

を探ってみたし、。

まず，栃木県鹿沼林業地の状況であるが，ここでは林業は，既に数代の伐採

が行なわれているところも少なくなく，成熟した人工造林段階に達してし、る。

調査は，専業林業労働者の集落2カ所，農業と林業の混在する山林集落4カ所

について行なった。

1965年段階では，各山村集落とも 3 農民各層が， 一般的な兼業として， 林

業労働に従事していた。しかし既に鹿沼および周辺地区の木材工業の発展によ

って，あとつぎを含めた若青年層と通勤可能な下流集落の農家下層より.他産

業就労が進んでし、た。 60年代にはその傾向がさらに進行するとともに，やや異

なった様相が示されてL、る。
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調査した林業労働者 (66年K林業労働f(従事したものの全部を対象にした。いずれも

素材生産を主とする者であった)総数 54人のうち，既に 19人が林業労働従事をや

めていたが，離脱は専業労働者と農民各層に及んでし、る。

離脱の様相の特徴として，まず，鹿沼周辺に通勤の便利な下流地域ほど著しい

ことである(加蘇地区見立で7人から 3人K減少)。そこでは，営林署勤務者を除L、て

全部が他産業に移った。 自家用車による以外通勤が不可能な遠隔地域では，停

滞的に推移した(専業労働者の遠隔集落の中でも，何とか通勤のできる加蘇地区寄栗では

8人から 6人κなり 2人減少した。通勤が不可能な粕尾地区山の神では11人が.1人ずつ出入

りがあって人数は不変であった)。

第二に，農業経営条件が相対的に良好で、農業生産がある程度の拡大をみた農

山村的集落(粕尾地区大越路.15人から 6人に減少)におし、て.離脱は著しし、。そこ

では既に下層離脱が終っており，労働力の老齢化も重なって.上層の農業への

沈潜がみられた。

農業基盤が狭小で林業労働に多く依存する中間地域では， 停滞的である(加

蘇地区寺畑では， 9人から 7人へ，粕尾地区森では 14人から 12人へ)。

個別的にみると， 専業労働者が 23人(山の神 11人，寄栗8人，他は合計4人)，

半農型 31人であったのが.それぞれ 21人と 24人に推移した。

問題は，その半差是半労型労働者の多数が，家族を含めての多就業，過剰就業

をおしすすめることによって，農業経営を限定的ながら拡大してし、ることであ

る。そのことによって林業賃労働従事を継続してレる。林業従事日数は多数が

変化をみせていなし、。

専業か半農かの型を区分する際問題となるのは.第2種兼業農家.林業労働J

に主として従事し農業にも従事する労働者である。実質的に専業労働者である

が，この者(8人)の中にも農産物収入を，もちろん限定的ながらのばしてし、

る者が少なからずある。その労働者は， 農繁期間には 15日から長L、もので3

カ月，農業に従事している。この中には，半農型が含まれるとし、わなければな

らなし、。
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このように半農型労働者全体からみれば，地域的にもまた個別の家計として

も農業と林業がそれぞれかなりの比重で、分ちがたく混在してし、るばあレが最

も林業定着的である。

この地域では林業に従事する農家では.あととりを含め，ほとんど全部の若

青壮年男子 (35歳以下)を職員勤務ないしは恒常的賃労働に従事させ. その例

外的な数例を除いて農業には従事させてし、なし、。一般的にいって，世帯主およ

びその妻以上の年齢の中高年齢層が農業に従事し， その中心となる労働力(世

帯主)が林業賃労働に従事している。

こうし寸就業構造の中で，農業的展開のみられる地域および世帯では，林業

賃労働従事をやめ(上層離脱)，また農業からより自由である家計では. より安

定的な恒常的賃労働従事を求めて，林業から流出する(下層険脱)。 ただしこの

恒常的賃労働従事の機会は， 35歳以下の年齢層に与えられる。

岩手県岩手町のばあし、は.古くから北海道などへの林業出稼ぎ地帯で.ここ

ではあととりは農業に従事し.林業賃労働へも， かなり縮小された規模ながら

従事してレる。 っし、最近まで米価支持政策を背景に畑地の水田化が進み，畑作

農業も.穀類など自給作物と煙草作など労力のかかる作物を整理し.より有利

な商品作物を選択し.賃労働により出易い形をとることによって，限定的なが

ら上向的展開をみせた。 この農産の展開と一方の地場労働市場 (林業を含め)お

よび都市の労働市場の展開により.在来の潜在的な人口過剰を解消し.さらに

多就業形態を進めることにより，一方で、農産を拡大し， 一方で賃労働への傾斜

を著しくした。このよう な推移は 1960年に 644人を数えた林業労働者を 326

人と半減させたが.上記の就業構造により . 19 歳未満 ・・ ' 15 人 20~26 歳 田・

・・15人， 27~34 歳・・ ' 46 人 と ，著しく限定された規模ながら 3 林業労働力の

世代的な再生産がみられる。専業労働者層では，子弟が林業に従事するものは

全く みられず，農業の拡大がみられた農家の主幹的な家族員が安定的に林業労

働に従事するとし、う労働力の半農半労型構造がみられる。

岩手県大東町のばあいは.やはり出穂ぎ供給地帯であるが，林業出掛ぎはむ
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しろみられなレ。近年人工造林が進められてし、る段階で，林業労働は造林を主

とする。ここでは農家のあととりの流出はみられず，家族員が全員農業に就業

し，しかもその多数が林業を含めて雑多な賃労働に従事するという，著しし、後進

的な就業構造をとる。ここでも，自給作物を整理し商品化農業が進められた。

同時に賃労働への傾斜が著しい。農民はより長期のより安定的な賃労働機会を

求め，地場の職員勤務・恒常的賃労働従事者や出勝者を増してゆく。その過程

で，全体としては不安定な臨時的な賃労働種類である林業労働から離脱してゆ

くわけであるが，公的機関による大量の造林を受託する森林組合の労務班が編

成されるなどして，一応安定的な林業雇用が提供される地域では，青年層を含

めなお多数の農民の林業就労がみられる。

戦前段階においては，狭小な労働市場条件の下で専業林業労働者層の堆積を

みている。戦後も 1950年代前半まで， 同様の傾向を認めることができょう。

林業作業は不熟練重筋労働に属し，大量の農民の就労をみ.全体として浮動的

労働者層として過剰人口の一存在形態と性格づけられるものであった。 50年

代後半以降の急速な人口流出は.林業プロ!習を始め農民層全体におよんだ。危

機は，新規の補充者が若青年層および専業層にし、ない，とし、う形で進んでし、る。

大方の林業資本は農民を賃労働者化させながら，労働市場の拡大をみると競争

に勝てず流出させてしまう。 需要度の高L、若青年層，自由な二・三男は流出さ

せ，農家の世帯主，あとっき¥中高年齢層など滞留性の著しく高い労働力を使

用してし、るのである。

林業の労働者は.仕事の切れ目で絶えず失業の状態にさらされ， r常用」と
よばれるばあし、でも.作業の中断や季節性によって失業状態の日が少なくなし、。

民間素材業者のばあい，休業保障はまずなし、といってよいだろう。このような

雇用の不安定性とその低賃金によって， 専業型への脱皮は困難性を増す。専業

労働者にあっては，著しい労働強化と，半農型問機， 家族を含めての多就業形

態によって，生活が維持されているのである。

3) 労働組織と賃金形態の問題
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林業労働力の問題は，労働組織の在り方と密接に関連し，賃金形態に集約的

に表現される雇用関係を抜きにしては考えられなし、。鹿沼林業地における専業

労働者のばあいをみると，明l僚である。

ここでは専業労働者は，企業定着型と，業者を転々とする組労働者型に分け

られる。 専業労働者のばあい，調査事例としては，後者が多し、。

企業定着型は常用の雇用形態、をとり，賃金は日給のばあし、が多し、が，作業の

規模によっては請負形態(単純出来高制)をとる。この型のものは， 伐出作業ば

かりでなく 工場作業，製材工場手伝いなど様々の作業を流動することが多レ。

山林所有者に雇用されるばあい，造林と伐出作業を併せるのが通例である。

この型の中に，少数だが. 青壮年層 (35歳以下)を対象に，身分保障を伴レ，

やや複雑な構成をも った年功型賃金を組み合わせた雇用関係がみられる。

Y電柱株式会社では， 2年前まで 10人の常用労働者で作業を続けてきたが，

若青年層の 2 人が転業したのを機会に，作業は枝~払わず玉切りもしないで搬

出する全木集材に切り換え.高年齢層の退職をみて，青壮年の5人を職員待遇

にして身分を保障し.賃金は請負賃金をやめ全面的に日給制に切り換えた。法

定の有給休暇を保障し，衣服を支給し，旅行は年 1回と し3 手当も山林作業手

当を設け，また勤務日数に200円を掛けた額が，一定日数以上勤務した者に対し 3

ポ{ナスとして盆暮に支払われる。労災・失業保険はもちろん厚生年金保険に

も加入させる。技術講習には旅費を支給し積極的に参加させる。賃金の基本日

額(現在 2，0∞円)は，年功的によ男ーすることが考廠されている。 このような

企業帰属意識を強調する形によって，労働強化が進められる。全木集材作業に

おいては，きわめて複雑な段階と多人数の労働者を必要とした林内運搬の手労

働部分を最少限に切 りつめs 集材機に 4 ~5 人の労働者を配備する機械体系に

集約したものである。全幹集材作業に移行したとはいっても機械のもつ意味は

なお限定的で，労働者の技能が作業能率に重大な影響をもち，労働者は継起的

な様々の作業を高し、集中度をも ってこ なさなければならなし、。雨天には著しい

危険が伴う。 雪の日や雨天には鹿沼の工場で造材，土場措立などの作業に従事
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するのが立前だが， その作業量は限られてし、るせし、もあり，少々の雨が降っても

山林作業をしなければならない。 労働者は， 天気の良レ日だけに精一杯仕事を

したいz 晴天や少々の雨降り にかかわらず.朝は 8時に現地に集合し 4時に切

りあげるのは困るのだ，としづ。年功型賃金は，こ の労働給付と賃金支払い形

態の聞の矛盾を，企業帰属意識の中に解消させ，機械化 ・合理化を強行しよう

とするものである。

このような.年功的性格をもたせた日給なし、しは月給払いの賃金形態の採用

によって.労働者の定着をはかり合理化を進めようとする試みは， 1964年に

北海道大夕張における T林業の現場で，試験的だとし、うことであったが， みた

ことがある。 王子製紙本社で聞L、たところでは， かつて下請業者一例だけ試し

たことがあるが，定着せず終ってしまった， とし、うことである。全幹築材作業

そのものは，既に，大規模な民間素材生産業者の聞に定着してし、る。多数の労

働者がその技術を一応こなすようにな り，技術が定着した段階では.団体請負

賃金形態をとることが，むしろ一般的になると考えられる。そのこ とについて

は組労働者型のところで触れるが.このようなばあい，企業定着型とレっても

内実は一般的にいって継続雇用にすぎず， 雇用関係としては.のちにみる組労

働者のばあいの問題を.むしろ強くはらんでいるといわねばなるまい。

鹿沼林業地の調査の範囲では，企業定着型のもののうち，35歳以下の労働

者は. この Y電柱と国有林作業員以外にはみられなし、。 35歳以上の中高年層

は，他産業の雇用機会が少なく，労働条件も劣悪なため他に移ることができず，

企業定着型=日給賃金により，業者に忠誠を誓うほかない。

年功型賃金に関連して.一つ指摘しておかなければならないこ左は，わが国

の農林業以外の産業に支配的な賃金慣行一一それ自体低賃金形態を意味する年

功型賃金によって労働力需要は若青年層に集中した。林業の既述のような半農

半労型が多いとL、う労働力の性格および林業の低賃金は，基本的にはとのよ う

な労働力の需給関係を反映したものにほかならない。

林業作業は.技能労働なし、しは不熟練重筋労働であり，林業賃金は超企業的
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V，こ，職種毎の賃金率を基礎に組みたてられ，定額日給制または単純出来高制の

支払い形態をとるのが通例である。林業の常用労働者にあっても.国有林や一

部の業者，山林所有者の雇用者を除いて.継続雇用であるが.その賃金形態は

変ってし、なレ。

年齢別の賃金額をみると，山泊，月額で， 19歳以下 28，300円， 20~29 歳

48，000円， 30~39 歳 47， 000 円， 40~49 歳 46， 100円， 50歳以上 42，200円

であり. 企業規模1O~99 人の建設業および製造業男子常用労働者に対比した

ばあい，建設業に対しては30歳以降賃金額が劣札製造業に対しては25歳以

降劣るとし寸状況になってし、る (1968年)25)。労災保険を除く各種社会保険，退

職金，退職後の年金など，既に一般中小企業にも実施されてL、るものの恩恵に

もまず無縁の状態である。したがって，著しい低賃金とし、わなければならなし、。

次に，請負の組労働者の問題をみてみよう。

鹿沼林業地の林業労働者のー集落の 8人の組のばあレ，春から夏季は造林.

秋から冬季にかけて丸太の伐出作業に従事するが.植付けなどの作業以外は.

原則として組請負の形をとる。組は通勤用の小型トラックとチェソソー，下刈

機を所有している。仕事が切れそうなばあいは，近くの共有林の立木など伐採

すべく丸太の買主を探し. そこから立木代金を借り作業にかかる。このばあい

は単純な形の労働者ではなく，言背負集団である。朝は7時には作業を開始して

おり，夕方は 4時半にしまう。技能も高度だが労働の強度も大きいに違いなし、。

しかし雨天には休み.厳冬期にも休んで狩猟を楽しむなど.休養をとる者もあ

る。それは夏季の重労働の回復期間でもある。賃金は学卒 1~2 年の者を除き，

差をつけなし、。下の部落では，あの部落の人達はここレらの人が山に着くころ

は，ここし、らの人の 1日分をもう終ってL、る，といっている。

この職人的規律と結びついた高度の技能と強度の労働とし、う内容の労働の自

己管理機能.そして資本装備の機能も併せて分担する労働組織により，その専

業労働者としての生活が維持されてし、るのである。家族も林業.土建に就業す

る者が多い。 この紹には， 一度都会に出てから戻った 20歳以下の青年が2人
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含まれてし、る。

他の組の事例では，いずれもチェンソーを除し、 て資本装備らしいものはな

く，組の機能は作業管理と賃金支払いに限られる。賃金支払いは単純出来高の

請負給を基本とし，したがって単純団体出来高払いにおける労働強化の問題は

変らない。このような組は半農型労働者の聞にも存在する。

製材工場をもっ大ぎな事業所のばあい.このような組を流域毎に専属的にも

つものがみられる。 ここで、は，企業定着型と重なり合ってし、る(仕事が切れるばあ

い，他業者の仕事を斡旋したり，労働者自身が他の業者の仕事を探して就業している)。 林

業では，さきにみたような字義どおりの企業定着型はなお少数で，いわば請負

組労働者の継続雇用とし、う性格の者が多し、。個人単純出来高 (伐木造材)， 団体

単純出来高(搬出) の賃金支払いが一般的にと られ，業者は労働時間や賃金配

分には関与しない。一般的にし、って，労働強化を伴し、やすい。

素材生産の生産組織は， 個人(伐採)， 数人の組(搬出)によって構成されて

し、る。そして生産量規模の拡大は.組の数を増加させ，併立させることによっ

て達成される，というように単純である。この組が.労働組合をもたず.分断

分散的な，農民や半農型の多L、労働者の組として構成されていることによっ

て.低賃金と労働力の過剰構造が維持されてし、る。低賃金である限り労働者は

雇用され，過剰である限り労働者は確保されるとい う労働力の底辺構造は根強

く残っている。その中で，進行する労働力不足とマニュ労働に附随する労働者

の怠業に対処し，就業の保障，賃金形態・各種手当への配慮により企業への労

働力の定着をはかろうとする傾向が. 1部大規模業者 ・森林組合の間でみられ，

それが労働者の専業化を促進しているわけである。林業におレても，労働力構

造の層化が進行してし、る。

注) 1 農林省統計調査部 -f昭和42年度素材生産業者調査結果報告J1969年。
2 向上および農林省統計調査部:r昭和37年度索材生産業者調査結果報告J1964 
年。以下，特に資料を示さないばあいは両調査による。
3 林野庁監修:r日本の森林資源J1968年， p.22-25。
4 林野庁:r昭和45年度素材生産費動向調査結果報告J1971年I p.152。都府県
平均スギ生産費の76.8%が立木代金である。



130 

5 前掲「昭和?{1年度素材生産業者調査結果報告』では，自家業務用κ消費した業者
数割合は 47.8%，自家消費量の生産量に対する割合は 53.296である。なお，直蛍

形態のもののうち，自家業務に消費するのは，中層ないしは中上層 (500-5，OOOm")

K多く，下層，上層は生産物を販売する者が多い。

6 この項は， 1971年4月の林業経済研究会春季大会lζおける林業経営研究所安藤

嘉友氏の指摘l己負うところが大きい。

7 注)5参照。

8 林野庁:r産地における素材の生産構造及び流通構造に関する調査研究J1962年，
p.113-114。

9 林野庁:rr素材生産の実態と将来の方向jK関する調査報告曾J(その1)1964年，
p. 730 この調査はs 全国の6地域の655人K対するアンケート(回答者 632人)の

集計結果である。

10 前掲「産地tとおける素材の生産構造及び流通構造花関する調査研究J， p.97-98 

およびp.181-182。

11 同上， p.6， p.46， p. 114， p. 1820 

12 同上， p.6。

13 向上， p.44-470 

14 林野庁:r昭和42年皮林業の動向K関する年次報告J1968年， p.140，同 :r昭和
45年度林業の動向に関する年次報告j1971年， p.83参照。

15 農林省統計調査部 『昭和31年調査伐木賃労働者調査Jr第2次結果概要j1958 
年， p.21，表19より算定。

16 林野庁:r林業労働力需給動向集計表J1969年， p.5， 岩手県 :r昭和42年度林
業労働力対策実行結果概要J1968年， p.11，栃木県 同「概要Jp.17，徳島県・同

「概要Jp.lO-11。

17 前掲・ 『昭和37年度索材生産業者調査結果報告J，p.25，ト20表参照。

18 前掲:r昭和42年度素材生産業者調査結果報告Jp.68-69， 2-29表参照。
19 前掲目「伐木賃労働者調査Jr第2次結果概要j，p.21，表19，および， p.16，表
13より算定。

20 農林省統計調査部 fl960年世界農林業センサス林業調査報告書:J1962年， p.84。

21 前掲:r林業労働力需給動向集計表J，p.4。
22 農林省統計調査部 rl960年世界農林業センサス市町村別統計書ー林業地域調査J
1961年，岩手県，樹木県，および前掲・各府県『林業労働力対策実行結果概要』参照。

なおそれらにより，調査地域における 1965年の労働者数をみると， 60年センサスの

それκ対し，たとえば宿木県，岩手県では 50%，35%となっており，著しい減少を
みている。

23 林野庁・ 「林業労働賃金に関する研究報告J1951年， p.122-131参照。

24 小林謙一:r農民層分解と労働市場J(労働問題文献研究会編:r文献研究 日本の
労働問題J1968年，所収)p.600 
25 林野庁 :f昭和44年度林業の動向に関する年次報台J1970年， p.136。
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第3章林野所有の構造と戦後の育林生産の展開

第 l節 農家の林野所有と育林生産

1 わが国の林野所有権造の特質と農家の林野所有の性格

育林生産は，土地生産であるというだけではなく，その技術的経済的性格か

ら林野所有者によって担われやすく，また現実にもそれがわが国では通例の形

態となってし、る1)。 したがってわが国の育林生産の姿態を明らかにするために

は，まず林野の所有構造にふれておかねばならない。

さてわが国の林野所有構造は周知のように大きな特色をもってし、る。その第

ーは国有林，つまり国家的林野所有が大きな比重を占めていることで.それは

わが国の林野総面積の約 3分の 1，総蓄積の約半分近くにも達してし、る(表1-3-

1)。しかもそれはたんなる森林所有にとどまらず2)，木材生産を中心として積

極的な経済活動を行なっており.人工林面積も 1968年度現在で約 117万ha(人

工林総面積の約2割)となってし、る。第二に公有林は総面積の 1割強であるが.

このうちには都道府県.市町村.財産区の所有を含み.しかも公有林はその形

成の沿革的な事情から国有林に近L、所有および経営形態のもの(都道府県有林と

市町村有，財産区有林の一部)と名義上の所有のなかに実質的に地域住民の入会的

利用を認めているもの(市町村有林の大部分)があり，複雑な内容をもってし、る。

第三は総面積の 6割に近い私有林の内容で，その所有形態、は表 1-3-2のように

複雑で・あるが.さらにそのうち最も大きな比重を占めている林家についてみる

と.その所有規模には大きな格差がみられる。すなわち 1960年センサスに示

された所有規模別林家戸数とその面積をみると.表 1-3-3のとおりで. 5町未

満の零細ないし小所有が戸数では9割近くを占めてレるが.所有面積では4割

にみたないのに対して. 50町以上の大所有者は僅か 0.3%で面積の 17.6%を

• 


